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学位論文は 7 つの章から成り、第 1 章の序論では、わが国の介護及び介護職養成の歴史
を辿りながら、本研究の背景及び目的を示した。第 2 章から第 6 章の本論では、筆者が介
護福祉士養成校の介護教員として教育活動をしながら、併せて産業保健師として職場のメ
















Problems with the quality and quantity of care workers have become major social issues 
in Japan. There are seemingly endless occurrences of inappropriate care, including elder 
abuse, by care workers and the situation is getting worse. 
The author therefore conducted an inquiry into factors related to the occurrence and 
prevention of inappropriate care by care workers and methods for dealing with 
inappropriate care from the perspective of care worker training. At the same time, 
investigations were made into educational programs that encourage independent efforts 
by care workers and effectively prevent inappropriate care by clarifying the 
characteristics of professional skills and psychological health of care workers. 
The factor that most strongly influences the occurrence of inappropriate care by care 
workers is the frequent use of avoidance coping strategies, followed by stressful stimuli 
attributable to poor interpersonal relations. These things were shown to heighten the 
stress response and lead to inappropriate care. More than the existence of these 
workplace stressors themselves, however, it is thought to be low stress tolerance, such 
as from a poorly developed ability to cope with stressors that culminate in stressful 
situations. Differences in individual characteristics were found to be significant in the 
inappropriate behavior and awareness of care workers. 
Therefore, the first thing needed is intervention (stress management education) for 
stress tolerance factors, such as behavioral patterns, cognitive properties, personality, 
coping ability, and self-control ability in students who want to work in the care profession 
and in care workers. Enhanced education to share information about inappropriate care 
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第 1 章 わが国の高齢者介護職に関する問題と研究動向 
 




介護保険制度創設以後 13 年間で大幅に増加し，平成 25 年度時点で 170 万人と約 3 倍にな
っている（Fig.1-1-1）．それにもかかわらず，高齢化がピークを迎える平成 37 年度時点の
介護職員の需給推計では，必要な職員数が 237～249 万人に対して確保できる職員数は 215
万人にとどまり，約 30 万人不足する見通しである（Fig.1-1-2）．また，介護職員の離職率
は平成 20 年度以降 20%を下回り，ここ数年 16%～17%台で推移している．全産業平均の
離職率は 15%前後で推移しており，介護職員の離職率は群を抜いて高いわけではない．し
かしながら，採用率は平成 25 年度以降減少している（介護労働安定センター，2015）． 
 
      平成 12 年度   平成 14 年度   平成 16 年度   平成 18 年度   平成 20 年度   平成 22 年度   平成 24 年度 
平成 21～25 年度は，調査方法の変更等による回収率変動の影響を受けていることから，厚生労働省 
社会･援護局にて補正したもの 
介護保険制度の施行後，要介護・要支援認定者数の増加に伴い介護職員数も 13年間で約 3倍に増加 
出典：厚生労働省 「介護サービス施設・事業所調査」（介護職員数），「介護保険事業状況調査」（要
















































 介護職が登場した昭和 30 年代後半は高度経済成長期である．都市への人口集中（農村の
過疎化）や核家族化の進行によって高齢者世帯や独居高齢者が急増した．もはや家族介護や
相互扶助に多くを望めない時代の到来である．このような背景の中，わが国の 1970 年（昭
和 45 年）の高齢化率は 7%に至り，少子高齢化による高齢者介護の問題が深刻化していっ
た．そのため，当時の厚生省は 1971 年（昭和 46 年）に「社会福祉施設緊急整備 5 カ年計
画」を策定し，社会福祉施設の整備充実政策を推進した． 
その一方で在宅福祉施策は停滞していた．そのため，1980 年代以降は 1989 年（平成元
年）に策定された「高齢者保健福祉推進十か年戦略（通称：ゴールドプラン）に代表される
在宅福祉サービスの拡充施策が推進されることとなった． 














立への道筋ができていった．そうして，1987 年（昭和 62 年）に「社会福祉士及び介護福祉




その後，1997 年（平成 9 年）に「介護保険法」が公布され，これまでの福祉と医療に分
かれていた高齢者への介護サービスが一元化された．その結果，多様な職種によって介護サ
ービスが提供される福祉システムが成立した．多職種連携が求められる状況において社会












1988 年（昭和 63 年）に，全国で短期大学 7 校，専門学校 18 校（入学定員 1,228 名）が，
「社会福祉士及び介護福祉士法」に基づく介護福祉士養成施設として認可された．介護福祉
士養成の始まりである．当初の教育内容は，「一般教育科目」，「専門科目」，「実習」の 3 区
分で構成され，総時間数は 1,500 時間（63 単位）であった． 
 2000 年（平成 12 年）に，介護保険制度や人権尊重，自立支援などの理念に対応するた
め，介護福祉養成制度の改正（介護福祉士養成カリキュラムの見直し）が行われた．総時間
数が 1,650 時間に増え，居宅介護実習が必修となるなど教育内容の強化が図られた． 









も 2012 年（平成 24 年）4 月から「医療的ケア」（講義 50 時間と演習）がカリキュラムに
追加された．その結果，現行の介護福祉士養成課程は合計 1,850 時間以上の課程となった． 







その結果，2015 年（平成 27 年）2 月に「2025 年に向けた介護人材の確保－量と質の好
循環の確立に向けて－」（社会保障審議会福祉部会・福祉人材確保専門委員会の報告書）に
おいて方向性が示された．2022 年度（平成 34 年度）から養成施設卒業生に国家試験の受験
を義務付け，2017 年度から 2021 年度までの卒業生の国家試験は任意とし，未受験・不合
格でも卒後 5 年間は暫定的介護福祉士資格を付与する方針が固められた．また，実務者ル





機能・役割に対応すべく専門性や能力を獲得するため，2017 年度（平成 29 年度）を目途に
現行のカリキュラム改正を行い，2022 年度（平成 34 年度）から改正カリキュラム対応の国
家試験を開始することとしている． 
介護専門職養成のひとつとして 1991 年（平成 3 年）より行われてきた「訪問介護員（ホ











 介護福祉士登録者数は 2012 年度（平成 24 年度）に 100 万人を超え，2015 年度（平成
27 年度）には 140 万 8,533 人となった（社会福祉振興・試験センター，2015）．しかし，
介護福祉士登録者の推移をみてみると，国家試験合格者つまり，福祉系高校ルートを含む実
務経験ルートの毎年 7.7～8.5 万人の増加に対して，養成施設ルートは毎年 1～1.5 万人ほど
の増加にとどまっている．したがって，体系的に介護福祉を学び介護職員の中心的・リーダ
ー的役割を担うことが期待される養成施設卒業者の登録者全体に占める割合は年々減少し，




















介護福祉士養成教育は，1988 年（昭和 63 年）に 24 の養成施設で開始され，2008 年度
（平成 20 年度）には 434 校 507 課程，入学定員 25,407 人に拡大した．しかし，1998 年
（平成 10 年）頃から定員を割り込む養成校が増加し，2014 年度（平成 26 年度）には 378
校，入学定員 18,485 人に減少した．このように養成課程の廃止や定員の絞り込みによって
定員数が減っていることに加え，2009 年度（平成 21 年度）から離職者訓練制度（授業料等






































2008 年からの経済連携協定（EPA）においては介護福祉士候補を 1,500 人以上受け入れて





2011 年（平成 23 年）の「今後の介護人材の在り方に関する検討会」の報告書には，「有
資格者である介護福祉士の割合は，当面 5 割以上を目安とすべき」との指摘がある（厚生労
働省，2011）．介護職員に占める介護福祉士の割合は上昇傾向にあり，平成 24 年は 63 万人

























  平成 12 年     平成 14 年     平成 16 年      平成 18 年     平成 20 年     平成 22 年     平成 24 年 










































Mapping；理念を実践するための観察・記録方法)の研修」が 2011 年度（平成 23 年度）か
ら行われている．しかし，その研修受講には多くの時間と費用（愛知県と東京都で 1 コース















施設や在宅介護事業等での虐待についても第 20～25 条に規定されているものの，わずか 6
条の条文であることに加え事後規制を示す内容となっており十分なものではない． 
法整備の立ち遅れが示すように，養介護施設従事者等による高齢者虐待の実態は不透明
















談・通報件数は 1,120 件で虐待と判断された件数が 300 件であった．対前年度比は前者が




































出典：厚生労働省 平成 26年度 高齢者虐待の防止，高齢者の養護者に対する支援等に関する法律に 
基づく対応状況等に関する調査結果 
Table 1-1-2 虐待の種類 
身体的虐待    介護等放棄    心理的虐待     性的虐待    経済的虐待  
被虐待高齢者が特定できなかった 13 件を除く 287 件における被虐待高齢者の総数 691 人において，
被虐待高齢者ごとの虐待種別を複数回答形式で集計 












































介護福祉士資格取得方法は 3 ルートある（Table 1-1-3）．実務者研修の 450 時間のカリキ
ュラム，50 時間の教員養成研修，1 名の教員及び事務員配置，施設・設備の所有の義務なし
（レンタルで可能）に対し，養成施設は高等学校卒業後に 2 年以上で 1,850 時間以上を学






































第 2 節 高齢者介護職に関わる研究動向と研究課題 
 １．介護人材不足についての研究動向 
























報告している（厚生労働省，2013b）．そのため，2015 年度（平成 27 年度）には介護職員




































































































 2012 年度時点で，全国の 65 歳以上の高齢者についての認知症有病率推定値は 15%で，
認知症有病者数は約 439 万人と推計された（厚生労働省，2013c）．認知症になる可能性が
ある軽度認知障害（MCI：Mild Cognitive Impairment）の高齢者も約 400 万人いると推計













































































































































































































































































































































































































（http://www.kaigo-center.or.jp/report/pdf/h26_chousa_kekka.pdf，2015 年 12 月 1 日） 





























2016 年 6 月 20 日） 
厚生労働省（2013a）第 25 回介護福祉士国家試験に EPA 介護福祉士候補者 128 名が合
格しました． 






年 8 月 1 日） 
厚生労働省（2013c）厚生労働科学研究費補助金 認知症対策総合研究事業 平成 22 年度
～平成 24 年度総合研究報告書 研究代表者 朝田隆；都市部における認知症有病率と認知症
の生活機能障害への対応． 
(http://www.tsukuba-psychiatry.com/wp-content/uploads/2013/06/H24Report_Part1.pdf ，
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（file:///C:/Users/yokoyama/Downloads/39.pdf，2015 年 8 月 20 日） 
認知症介護研究・研修仙台センター，認知症介護研究・研修東京センター，認知症介護研
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（https://www.keieikyo.gr.jp/data/jinzai3.pdf，2015 年 8 月 1 日） 
全国抑制廃止研究会（2015）厚生労働省平成 26 年度老人保健健康増進等事業 介護保険
関連施設等の身体拘束廃止の追跡調査及び身体拘束廃止の取組や意識等に関する調査研究
事業報告書．  







































A 県社会福祉協議会が公募し，2013 年 8 月に開催された 2 日間の介護技術研修会（以下，
介護技術研修会と称する）に参加した 184 施設 199 名の介護職員を対象に，無記名自記式
質問紙による集合調査を研修会終了時に実施した． 
 加えて，A 県にある某介護福祉士養成 2 年課程（短期大学）の 2 年次生（以下，介護実習







また，介護技術研修会は開始当初の平成 22 年度から毎年 160 名の定員を上回る応募があ
り，定員確保のために個別勧誘をしたり事業所にノルマを課すようなことはしていない．た
だし，本調査対象者の研修会参加のきっかけは，業務命令が約 5 割を占め（53.4%），上司
































平均値で区分した 2 階層と 32 項目の設問の回答間の関連を検討した． 


















199 名の介護職員のうち 189 名の同意を得ることができ（回収率 95.0%），基本属性を除
く設問について 1 項目も欠損値のない 185 標本を分析標本とし，有効回答率は 93.0%であ
った．分析標本は，女性 139 名（75.1%），男性 44 名（23.8%）であり（Fig.2-1-1），平均
年齢 37.2±13.3 歳（最小値 16 歳，最大値 64 歳）で約 1/3 が 30 歳未満であった（Fig.2-1-
2）．また，分析標本の介護職としての平均経験年数は 1.9±1.8 年（最小値 0.4 年，最大値




76 名の介護実習生のうち 61 名の同意と有効回答を得ることができ，有効回答率は 80.3%
であった．分析標本は，女性 38 名（50.0%），男性 22 名（28.9%）で，平均年齢 26.1±11.3





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































実施していない 実施している 合計 実施していない 実施している 合計
37歳以下 52(81.2) 12(18.8) 64(100) 37歳以下 28(48.3) 30(51.7) 58(100)
38歳以上 30(61.2) 19(38.8) 49(100) 38歳以上 13(28.3) 33(71.7) 46(100)
合計 82(72.6) 31(27.4) 113(100) 合計 41(39.4) 63(60.6) 104(100)
χ2 =5.590，df=1，p=0.018*，Cramer's V=0.07 χ2 =4.303，df=1，p=0.038*，Cramer's V=0.06
実施していない 実施している 合計 実施していない 実施している 合計
37歳以下 14(20.6) 54(79.4) 68(100) 37歳以下 31(43.1) 41(56.9) 72(100)
38歳以上 4(5.8) 65(94.2) 69(100) 38歳以上 19(26.0) 54(74.0) 73(100)
合計 18(13.1) 119(86.9) 137(100) 合計 50(34.5) 95(65.5) 145(100)
Fisher's Exact Test p=0.012* χ2 =4.652，df=1，p=0.031*，Cramer's V=0.04
実施していない 実施している 合計 実施していない 実施している 合計
37歳以下 15(19.0) 64(81.0) 79(100) 女性 24(21.1) 90(78.9) 114(100)
38歳以上 6(7.7) 72(92.3) 78(100) 男性 16(41.0) 23(59.0) 39(100)
合計 21(13.4) 136(86.6) 157(100) 合計 40(26.1) 113(73.9) 153(100)
χ2 =4.322，df=1，p=0.038*，Cramer's V=0.08 χ2 =6.004，df=1，p=0.014*，Cramer's V=0.05
実施していない 実施している 合計 実施していない 実施している 合計
資格なし 8(11.0) 65(89.0) 73(100) 資格なし 24(33.8) 47(66.2) 71(100)
資格あり 2(2.3) 84(97.7) 86(100) 資格あり 16(25.8) 68(81.0) 84(100)
合計 10(6.3) 149(93.7) 159(100) 合計 40(25.8) 115(74.2) 155(100)
Fisher's Exact Test p=0.045* χ2 =4.375，df=1，p=0.036*，Cramer's V=0.04
実施していない 実施している 合計
資格なし 22(34.4) 42(65.6) 64(100)
資格あり 9(16.4) 46(83.6) 55(100)










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































未満の男性割合が 19.6 %，30 歳未満の女性割合が 8.7 %であるのに比して，虐待をした





































































意差が認められ，年齢の低い階層のほうが 5 項目，男性のほうが 1 項目，無資格者のほう














岡部・長，2010 西元・小林・紀平・近藤・伊藤・西元，2007 佐藤・佐々木，2016 柴





























別養護老人ホームと介護老人保健施設全数（2016 年 3 月現在で前者 1,136 施設，後者 579
施設，合計 1,715 施設）の介護職員 3,430 名（各施設 2 名）を対象とした．回答を求める各










 Fig.2-2-1 に示す心理学的ストレスモデル（Folkman & Lazarus，1988；パブリックヘル
スリサーチセンター，2004a）と Fig.2-2-2 に示す NIOSH（National Institute for 









































 神奈川県保健福祉部作成の自己点検シート（スタッフ用の 30 項目）（神奈川県保健福祉
部高齢福祉課，2009）を参考に評価尺度を作成して使用した． 
回答者の虐待を含む不適切ケアに関する知識や認識が回答に影響しないよう，以下に示





















て改善に向けた施設としての取組みがある」の 4 項目について「はい」，「いいえ」の 2 項
49 
 



























度）1 因子 2 項目を職場ストレッサー，ソーシャルサポート及び仕事・生活の満足度の評価
に用いた． 




































ーン）についても本調査票の 1 因子 6 項目を用いて評価した．「全く違う」（1 点）～「全く












たび感じる」（4 点）～「けっして感じない」（1 点）の 4 件法で回答を求めた．所定の採点
方法（「情緒的消耗感」は該当の 6 項目の合計得点を，「脱人格化」は該当の 3 項目の合計
51 
 
得点を項目数で割る，逆転項目である「個人的達成感の低下」は 15 から該当の 3 項目の合
計得点を引き項目数である 3 で割る）によって算出された得点が高いほど慢性的なストレ
ス反応（バーンアウト）の程度が高いことを示す． 







































用い，等分散の検定（Levene の検定）により等分散性が成り立ちかつ 4 グループ以下の場
合は Bonferroni の検定を，同じく等分散性が成り立ちかつ 5 グループ以上の場合は Tukey 













「不適切ケア」0.66（1 因子 9 項目），「職場の教育環境」0.49（1 因子 4 項目），「職場風土」
0.39（1 因子 3 項目），NIOSH 職業性ストレスモデルの「職場ストレッサー」0.51（9 因子
17 項目），努力-報酬不均衡モデルの「職場ストレッサー」の「外在的な努力と報酬」0.90（2
因子 17 項目）及び「コミットメント」0.79（1 因子 6 項目），「社会的支援」0.83（3 因子 9
項目），「満足度」0.37（1 因子 2 項目），「コーピング」0.81（8 因子 24 項目），「慢性的ス
トレス反応」0.78（3 因子 22 項目）であった．「職場の教育環境」0.49（1 因子 4 項目），
「職場風土」0.39（1 因子 3 項目），NIOSH 職業性ストレスモデルの「職場ストレッサー」
0.51（9 因子 17 項目），「満足度」0.37（1 因子 2 項目）のクロンバックのα係数が低かっ



























Table 2-2-1 に，分析対象者 793 名の基本情報を示した． 
性別は，女性 517 名（65.2%），男性 275 名（34.7%），不明 1 名（0.1%）で女性が 2/3 を
占めた． 
平均年齢は，37.2±11.4歳，最小値 18歳，最大値 69歳であり，29歳以下 237名（29.9%），




けた者は 337 名（42.5%）であった． 
介護職としての平均就労年数は，7.5±5.7 年で，3 年未満 165 名（20.8%），3～5 年未満
137 名（17.3%），5～10 年未満 228 名（28.8%），10～15 年未満 149 名（18.8%），15 年以
上 113 名（14.2%）であり，5 年以上のキャリアを持つ介護職員が 6 割を占めた． 
就業する介護施設の種類は，特別養護老人ホーム 551 名（69.5%），介護老人保健施設 242
名（30.5%）であり，調査対象とした特別養護老人ホーム総数 1,136 施設と介護老人保健施
設総数 579 施設との割合（おおよそ 2 対 1）とほぼ同等の割合であった． 
就業する介護施設の所在地は，政令指定都市や中核市及びその候補地である都市部 242
名（30.5%），その他の地方 551 名（69.5%）であり，調査対象とした政令指定都市や中核
市及びその候補地である都市部の介護施設総数 554 施設とその他の地方 1,161 施設との割
合（おおよそ 1 対 2）とほぼ同等の割合であった． 
 職位は，管理職 58 名（7.3%），監督・職長 74 名（9.3%），被雇用者 578 名（72.9%）で
あり，7 割以上が役職のない被雇用者であった． 
介護福祉士資格を取得していない者は382名（48.2%），取得している者は411名（51.8%）
であり，介護福祉士資格取得者 411 名のうち 273 名（66.4%）が実務経験ルートでの資格取
得者であり，養成施設ルートでの資格取得者は 113 名（27.5%）であった．全国的には介護







夜間勤務のある者は 644 名（81.2%）で，ない者は 140 名（17.7%）であった． 
週あたりの平均労働時間は 40.0±8.0 時間であったが，週 40 時間の法定労働時間を超え





　女性 517(65.3) 3.95 1.93
　男性 275(34.7) 4.00 1.97
地域（就業する介護施設の所在地）*1
　都市（政令指定都市，中核市及びその候補地） 242(30.5) 3.90 1.98
　その他の市町村 551(69.5) 4.00 1.93
就労介護施設の種類 *2
　特別養護老人ホーム 551(69.5) 3.85 1.92
　介護老人保健施設 242(30.5) 4.23 1.96
夜間勤務
　なし 140(17.9) 3.45 1.72
　あり 644(81.7) 4.07 1.97
介護福祉士資格*3
　なし 382(48.2) 3.91 2.01
　あり 411(51.8) 4.02 1.88
認知症関連の専門資格
　なし 678(86.0) 3.96 1.95
　あり 110(14.0) 4.02 1.94
N 平均値 SD
年齢
　29歳以下 237(30.1) 4.16 1.99
　30歳代 225(28.6) 4.07 1.96
　40歳代 177(22.5) 3.83 1.97
　50歳以上 149(18.9) 3.65 1.80
職位
　管理職 58( 8.2) 3.36 1.73
　監督・職長 74(10.4) 4.00 1.64
　被雇用者 578(81.4) 4.00 2.03
介護福祉士資格の資格取得ルート*4
　実務経験ルート 273(66.9) 3.90 1.87
　養成施設ルート 113(27.7) 4.21 1.86
　福祉系高校ルート 22( 5.4) 4.65 1.95
介護職としての就労年数
　3年未満 165(20.8) 3.75 1.96
　3～5年未満 137(17.3) 4.11 1.86
　5～10年未満 228(28.8) 4.02 1.96
　10～15年未満 149(18.8) 3.87 2.08
　15年以上 113(14.3) 4.11 1.78
週あたりの労働時間
　40時間未満(法定労働時間未満の労働） 115(15.5) 3.92 2.05
　40時間(法定労働） 480(64.9) 3.94 1.87




















































































































感の低下」の 3 因子全て，合計 22 因子について有意差が認められた． 
 
Table 2-2-2　不適切ケア評価尺度得点のローリスク群とハイリスク群における諸因子の平均評価尺度得点
N 平均値 SD N 平均値 SD
基本属性
　　年齢（歳） 344 38.39 11.98 444 36.29 10.94 702 2.53 * 0.10
教育状況
　　学校就学年数（年） 326 12.87 2.38 419 13.01 2.35 743 0.81 0.03
就労状況
　　介護職としての就労年数（年） 346 7.35 5.61 446 7.60 5.70 790 0.62 0.02
　　週あたりの労働時間数（時間） 325 39.93 7.69 415 40.03 8.18 738 0.17 0.01
　△職場の教育環境　　　　　　　　　　　　　　　　＜α=0.49,項目数=4＞ 346 3.32 0.93 447 3.06 1.05 791 3.53 *** 0.13
　△職場風土　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜α=0.39,項目数=3＞ 346 5.84 1.37 447 5.78 1.25 791 0.60 0.02
職場ストレッサ－（NIOSH職業性ｽﾄﾚｽﾓﾃﾞﾙ）　＜α=0.51,項目数=17＞
　△心理的な仕事の量的負担 346 5.63 1.83 447 5.36 1.70 791 2.17 * 0.08
　△心理的な仕事の質的負担 346 5.44 1.67 447 5.47 1.56 791 0.30 0.01
　△身体的負担 346 1.50 0.63 447 1.40 0.59 714 2.33 *** 0.09
　△対人関係 346 9.00 1.73 447 8.26 1.84 762 5.80 *** 0.21
　△職場の物理的作業環境 346 3.09 0.83 447 2.84 0.86 791 4.15 *** 0.15
　▼仕事のコントロール 346 7.90 1.75 447 8.24 1.61 791 2.87 ** 0.10
　△技能の活用 346 3.25 0.65 447 3.06 0.72 791 3.76 *** 0.13
　▼仕事の適性 346 1.95 0.67 447 2.09 0.68 791 2.97 ** 0.11
　▼働きがい 346 1.61 0.66 447 1.87 0.78 791 4.88 *** 0.17
職場ストレッサ－（努力-報酬不均衡ﾓﾃﾞﾙ）
　外在的な努力と報酬 　　　　　　　　　　　　　　 ＜α=0.90,項目数=17＞
　▼外在的努力                                      346 17.39 4.90 447 19.18 4.64 791 5.25 *** 0.18
　▼外在的報酬 346 25.89 7.18 447 27.58 7.30 791 3.28 ** 0.12
　▼努力/報酬比 346 1.28 0.39 447 1.33 0.41 791 1.88 0.07
　コミットメント　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜α=0.79,項目数=6＞
　▼オーバーコミットメント　　　　　　　　　　　　　 346 14.33 3.34 447 14.72 3.38 791 1.63 0.06
社会的支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜α=0.83,項目数=9＞　
　▼上司からのサポート 346 6.90 2.23 447 7.35 2.13 791 2.85 ** 0.10
　▼同僚からのサポート 346 6.35 2.03 447 6.52 2.01 791 1.18 0.04
　▼家族・友人からのサポート 346 5.55 2.29 447 5.59 2.33 791 0.25 0.01
満足度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜α=0.37,項目数=2＞
　▼仕事や生活の満足度 346 4.07 1.11 447 4.47 1.27 778 4.75 *** 0.17
コーピング　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜α=0.81,項目数=24＞
　◇情報収集 346 9.73 2.34 447 9.46 2.22 791 1.62 0.06
　◇計画立案 346 9.97 2.21 447 9.61 2.16 791 2.25 * 0.08
　◇カタルシス 346 13.23 6.06 447 14.86 6.64 791 3.55 *** 0.13
　◇肯定的解釈 346 9.79 2.18 447 9.32 2.30 791 2.90 ** 0.10
　◇責任転嫁 346 4.89 1.51 447 5.87 1.91 790 8.06 *** 0.28
　◇放棄・諦め 346 6.12 1.83 447 7.23 2.15 783 7.87 *** 0.27
　◇気晴らし 346 9.37 2.57 447 9.45 2.57 791 0.43 0.02
　◇回避的思考 346 8.08 2.00 447 8.29 2.11 791 1.41 0.05
慢性的ストレス反応　　　　　　　　　　　　　　　　＜α=0.78,項目数=22＞
　▼情緒的消耗感 346 2.48 0.58 447 2.73 0.57 791 5.98 *** 0.21
　▼脱人格化 346 1.82 0.63 447 2.17 0.68 791 7.38 *** 0.25











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































女の割合は，男性 23.3%，女性 73.0%，不明 3.7%であった．また，介護保険制度のサービ
スを受給した 65 歳以上の被保険者のうち介護サービスを利用した者（要介護 1～要介護 5












による平成 26 年度の「介護サービス施設・事業所調査」によると，平成 26 年 10 月 1 日






（Table 2-2-1）．加えて，平成 26 年度厚労省虐待調査によると，被虐待高齢者総数 613 人
のうち要介護度は 3 以上が 494 人（80.6%）を占めたことが報告されている（厚生労働省，
2016a）．特別養護老人ホームの入居対象は限定的であり要介護 3～要介護 5 であるのに対


















が，夜間勤務職員の配置基準は 41 人以上の入所者で 2.05 人，50 人であれば 2.5 人とされ，
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第 3 章 介護職員の心理的健康状態と影響要因の検討 
 










的に明らかにされてきた（Kawakami & Haratani，1999；Taylor&Klein&Lewis&Gruene- 
wald&Gurung&Updegraff，2000）． 
このような研究が根拠となり，わが国においても労働者のストレスに関連する健康障害
















































護福祉士養成課程の卒業生全数（平成 2～15 年度卒業生 1,342 名：2 年課程 913 名，1 年課
程 429 名）に対して郵送法による質問紙調査を 2 回に亘って実施した．第 1 回調査として，
2004 年 7 月に就労状況に関する記名式の往復はがきによる調査を実施した（回答者総数
386 名，回収率 28.8%）．このうちの介護関係労働就労者 238 名に対し，第 2 回調査として
























を，標準集団を 100 とした場合の相対危険度（健康リスク）として推定する尺度である． 
ストレス反応の評価尺度には，慢性のストレス反応を測定する「蓄積疲労徴候調査縮約版










































には t検定，もしくは Welch の検定を用いた．3 グループ以上の平均値の差の検定には，一
元配置分散分析及び多重比較を用い，等分散の検定（Levene の検定）により等分散性が成
り立った場合は Bonferroni の検定を，等分散性が成り立たなかった場合は Tamhane の検
定を行った．さらに，蓄積疲労度と関連する要因（職場ストレッサー，社会的支援）につい
て，重回帰分析（強制投入法）を用いて検討した． 
















第 1 回調査の回答者総数 386 名のうち，調査時点において職業を有していた者（現職者）
が 289 名（就労率 74.5%），離職者が 83 名（離職率 21.4%）であった．離職者のうち 75 名
（90.4%）が退職者であり，8 名（9.6%）が休職者であった．離職理由としては，「結婚・子
育て」42 名（50.6%），「健康問題」7 名（8.4%），「待遇への不満」3 名（3.6%），「進学その
他」10 名（12.0%）であった．そして，現職者の 82.4%（238 名）が介護関係労働に就いて
おり，介護関係労働就労率（介護労働関係者数／回答者総数）は 61.7%であった． 
２）常勤介護福祉士（女性）の基本属性と就労状況 
第 2 回調査において 238 名中 119 名の介護関係労働就労者からの有効回答が得られた
72 
 
（回収率 50.0%）．このうち，標本数が 5 人以下であった訪問介護員，介護支援専門員，社
会福祉士，看護師，准看護師，常勤でない介護福祉士及び 1 名の男性を除外した，80 名
（72.1%）の常勤介護福祉士（全員女性）を分析対象とした． 
常勤介護福祉士の平均年齢は 26.2±4.0 歳で，管理職の立場にある者が 12 名（15.0%）
であった．介護職としての経験年数の平均は 5.2±2.6 年で，現事業所での在職年数の平均
は 4.0±2.4 年であった．また，週平均の労働時間の平均は 39.3±25.7 時間で，労働基準法
に定めるところの所定外労働（1 週当たり 40 時間を超える労働）をしている者は 10 名
（14.3%）であった．そして，月平均の所定外労働時間の平均は 16.4±35.1 時間で，健康障
害の発生危険度が徐々に高まっていく臨界点（1 か月当たりの所定外労働時間が 45 時間）
を超える者は 4 名（6.6%）であった．また，休日出勤のある者が 27 名（35.1%），交代制勤












































 仕事のストレス判定図から，女性常勤介護福祉士の健康リスクは 98 ポイントで全国平均















































Table 3-1-2  常勤介護福祉士（女性）の基本属性・就労状況・蓄積疲労度区分別の健康リスク
仕事の要求度 仕事のｺﾝﾄﾛｰﾙ 上司の支援 同僚の支援
介護福祉士（女性）全体
9.45 7.27 7.18 9.15
年齢
9.07 7.34 7.59 9.69
★
9.54 6.98 6.9 8.83 106
10.38 8.5 7.12 8.88
管理業務
9.31 7.1 6.99 9.15
10.27 8.27 8.36 9.18
介護職の経験年数
9.37 7.25 7.56 9.31
9 7.42 7.37 9.47
★
9.68 6.84 7.03 8.81 107
10.2 9.4 6.6 9.6
現事業所での在職年数 ★
9.74 6.93 7.48 8.89 101
8.64 7.59 7.14 9.41
★
9.85 7.15 6.89 9.07 105
11 10 9 11
週平均の労働時間
9.26 7.34 7.43 9.17 *
★★★ t値=2.131
10.7 6.4 6.2 8.7 126 r値=0.25
月平均の所定外労働時間
9.58 7.2 7.16 9.13
9 9 7.75 9.5
休日出勤
9.48 7.31 7.21 9.27
★
9.48 7.04 7.04 8.89 103
交代制勤務
9.33 7.87 7.07 8.87
9.44 7.07 7.25 9.31
深夜勤務
9.07 8.21 7.71 8.36
9.53 7.06 7.06 9.33
蓄積疲労度 ★★★
9.93 6.32 6.54 8.25 124 **
t値=3.613























































































































































































































　 N　　　　平均値　　　　SD　　　 　 N　　　　平均値　　　　SD　　
年齢  2,175　　　　35.3　　　　10.5   80　　　 　 26.2　　  　　4.0 2,253 7.74 ***　 0.16
職場ストレッサー 仕事の要求度  2,133　　　  　7.4　　　 　2.2   78　　　    　5.5　　　    1.7 2,209 9.30 ***　　 0.19
仕事のコントロール  2,114　　　　　7.1　　　 　2.0   78　　　　  　7.7 　　    1.9 2,190 2.67 ** 0.06
職場の社会的支援 上司の支援  2,070　　　　　8.1　　　　 2.1   78　　　　　  7.7　　　  　2.5 2,146 1.31 　　　　　0.03































































































































すると，介護福祉士が 6.0 年，初任者研修終了後の介護職員が 4.1 年，無資格の介護職員が
2.9 年であり，無資格の介護職員が早期に離職している様相がうかがえる（介護労働安定セ
ンター，2014a）． 
介護職員の離職率は平成 20 年度以降 20%を下回り，ここ数年 16%～17%台で推移して
いる（介護労働安定センター，2014a）．しかし，本邦の全産業平均と比較すると介護業界
の離職率は依然として高い状況にある．また，平成 25 年度調査では，離職者の 73.2%が勤
















A 県社会福祉協議会が A 県内にある介護施設の介護職員を対象として公募し，2014 年 8
月に開催された 2 日間の介護技術研修会に参加した介護職員のうち，介護職としての就業






れる地方公務員である消防職員を対照群に設定し，A 県下 21 の消防本部に 2014 年度に採










































許諾を得た（使用許諾日：2014 年 7 月 17 日）． 
３．結果 
１）分析対象者の基本情報 
有効回答及び有効回答率は，無資格新人介護職員が 61 標本（70.1%），新人消防職員が 59
標本（59.6%）であった．無資格新人介護職員の有効回答標本のうち 13 標本が男性で 21.3%
であったのに対し，新人消防職員の有効回答標本は全て男性であった． 
平均年齢は，無資格新人介護職員 39.8±13.8 歳，新人消防職員 22.1±2.9 歳で，平均学













　　　　N 　　　平均 　　SD 　　　　N 　　　平均 　　SD
個人要因
　　年齢 60 39.82 13.84 59 22.12 2.91 64 9.69 *** 0.77
　　学校教育年数 57 12.11 3.65 59 14.31 1.91 83 4.04 *** 0.41
　　オーバーコミットメント 61 14.05 3.21 59 13.88 3.65 118 0.27 0.03
職場ストレッサー
　　外在的努力 61 12.28 4.29 59 10.98 2.75 102 1.98 0.19
　　外在的報酬 61 18.66 6.27 59 15.34 5.48 118 3.08 ** 0.27
　　　　経済的報酬 61 7.56 3.13 59 5.34 1.75 94 4.82 *** 0.45
　　　　心理的報酬 61 7.87 2.84 59 7.41 3.53 118 0.79 0.07
　　　　キャリア報酬 61 3.23 1.37 59 2.59 1.12 118 2.78 ** 0.25
　　努力/報酬比 61 1.25 0.38 59 1.39 0.37 118 2.00 * 0.18
　　　　努力/経済的報酬比 61 1.17 0.41 59 1.45 0.43 118 3.65 *** 0.32
　　　　努力/心理的報酬比 61 1.39 0.51 59 1.37 0.42 118 0.16 0.02





























平成 24 年度の消防職員の離職率は 0.5%（在籍していた消防職員数 159,730 名のうち普通
退職をした者は 876 名）で（総務省消防庁，2012；総務省自治行政局公務員部高齢対策室，
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第 4 章 介護福祉士を目指す学生の精神的健康に関する研究 
 








態に陥ってしまう学生の数が軽視できない（吉武，1995）．今回の調査に先駆け 2007 年 1

































A 短期大学の介護福祉士養成 2 年課程の 1 年次生 89 名（うち男子学生 10 名，11.2%）
と 2 年次生 105 名（うち男子学生 17 名，16.2%）を調査対象とした（1 校 1 学科の総計 194
名が対象）． 
経時的変化及び結果の安定性をみるために，1 年間を通し約 3 か月ごとに以下に示す 4 回
の時点での自記式質問紙による集合調査を実施した． 
第 1 回目：2007 年 4 月中旬 
第 2 回目：2007 年 7 月上旬 
第 3 回目：2007 年 10 月上旬 
第 4 回目：2008 年 1 月下旬 
２）調査票の構成項目と評価尺度 
（１）基本属性 
年齢（2007 年 4 月 1 日現在の満年齢）と性別，学年を尋ねた． 
（２）ストレス反応の測定 
 ストレス反応を測定する尺度として，精神健康調査票 28 項目版（The General Health 
Questionnaire-28：GHQ-28）の 4 つの下位尺度（①身体的症状，②不安と不眠，③社会的
活動障害，④うつ傾向）28 項目を用いた（Goldberg，1974）．GHQ採点法（0-0-1-1）を用















るために，STJCS の開発における対象であった 6 校 843 名の女子短大生群（以下，女子短
大生群と称する）を対照群に設定し（パブリックヘルスリサーチセンター，2004a；坂原ら，
1999），本対象との 7 つのストレッサー下位尺度得点の平均値の差の検定をした．なお，等
分散の検定（Levene の検定）により両側 5%水準で 2 グループの母分散が等しかった場合








握するために，各グループ間の GHQ 得点や下位尺度得点の平均値の差を，t 検定もしくは
一元配置分散分析によって比較した． 








4 回全ての調査において欠損値が 1 項目もない 135 標本，内訳が女子 1 年次生 59 名
（43.7%），女子 2 年次生 64 名（47.4%），男子 1 年次生 8 名（5.9%），男子 2 年次生 4 名
（3.0%）を分析対象とした． 
有効回答率は，対象全体で 69.6%，女子 1 年次生 74.7%，女子 2 年次生 72.7%，男子 1
年次生 80.0%，男子 2 年次生 23.5%であった． 
平均年齢は女子 1 年次生 18.1±0.6 歳，女子 2 年次生 19.5±3.7 歳，男子 1 年次生 18.0
±0.0 歳，男子 2 年次生 21.0±4.0 歳であった． 
２）介護短大生と対照群におけるストレス反応及びストレッサーの平均下位尺度得点 




















 Table 4-1-3 に，GHQ得点を従属変数とし，ストレッサー及び基本属性を独立変数とした
重回帰分析の結果を示した． 
 ストレス反応尺度である GHQ 得点に影響する要因として有意な関連がみられた独立変
数は，影響度が大きい変数から順に，「交友関係」，「家族関係」，「学業」，「異性関係」，「学
年」，「大学評価」，「性」であった．なお，これらの要因による寄与率は 0.536（自由度調整




　   N　　　  平均値　　　SD 　   N　　　  平均値　　　SD
ストレス反応 ＜健常者群＞ ＜調査対象者＞
　GHQ得点     50    　2.76   2.31    135 　  5.73    5.90 182 4.91 *** 0.34
　身体的症状     50   　 1.02   1.09    135 　  2.01    2.11 163 4.16 *** 0.31
　不安と不眠     50   　 1.24   1.40    135 　  1.81    1.93 120 2.21 * 0.20
　社会的活動障害     50   　 0.28   0.53       135 　  1.13    1.52 182 5.64 *** 0.39
　うつ傾向     50   　 0.28   0.79    135 　  0.79    1.75 176 2.72 ** 0.20
ストレッサー ＜女子短大生群＞ ＜調査対象者＞
　交友関係    843 　 19.42   6.36    135 　16.36    5.70 191 5.70 *** 0.38
　大学評価    843 　 12.63   3.60    135 　10.92    3.41 185 5.37 *** 0.39
　学業    843 　 14.45   4.38    135 　13.23    4.63 174 2.86 ** 0.21
　家族関係    843  　  9.92   3.01    135 　  9.09    3.38 169 2.69 ** 0.20
　就職・将来    843 　 11.43   3.28    135 　10.11    3.67 170 3.93 *** 0.29
　自己評価　    843  　  5.76   2.19      135 　  5.24    2.35 173 2.41 * 0.18
































　　交友関係 0.553 ** 1.000
　　大学評価 0.383 ** 0.350 ** 1.000
　　学業 0.479 ** 0.521 ** 0.526 ** 1.000
　　家族関係 0.485 ** 0.541 ** 0.313 ** 0.446 ** 1.000
　　就職・将来 0.354 ** 0.406 ** 0.400 ** 0.548 ** 0.341 ** 1.000
　　自己評価　 0.401 ** 0.630 ** 0.216 ** 0.403 ** 0.387 ** 0.391 ** 1.000
　　異性関係 0.370 ** 0.424 ** 0.237 ** 0.299 ** 0.285 ** 0.292 ** 0.340 ** 1.000
 **p＜.01
自己評価　
ス    ト    レ    ッ    サ    ー
交友関係GHQ得点 大学評価 学業 家族関係 就職・将来
Table 4-1-3　GHQ得点を従属変数とし，ｽﾄﾚｯｻｰ及び基本属性を独立変数とした重回帰分析結果
      t値            p値
交友関係 0.315 0.305 7.300 0.000 ***
家族関係 0.445 0.244 6.429 0.000 ***
学業 0.256 0.198 4.685 0.000 ***
異性関係 0.534 0.128 3.851 0.000 ***
学年（1年＝0，2年＝1） 1.165 0.098 3.051 0.002 **
大学評価 0.161 0.087 2.350 0.019 *









N 平均値 SD 自由度 F 値 p値 r値
ストレス反応
　　GHQ得点 第1回目 135 5.95 5.41 539 0.276 0.843 0.02
第2回目 135 6.30 5.78
第3回目 135 5.73 5.90
第4回目 135 6.26 6.70
　　身体的症状 第1回目 135 1.87 1.64 539 0.945 0.419 0.04
第2回目 135 2.27 1.91
第3回目 135 2.01 2.11
第4回目 135 2.07 2.11
　　不安と不眠 第1回目 135 1.91 2.07 539 0.094 0.963 0.01
第2回目 135 1.93 2.01
第3回目 135 1.81 1.93
第4回目 135 1.90 2.15
　　社会的活動障害 第1回目 135 1.30 1.43 539 0.369 0.775 0.03
第2回目 135 1.24 1.56
第3回目 135 1.13 1.52
第4回目 135 1.29 1.65
　　うつ傾向 第1回目 135 0.86 1.72 539 0.308 0.819 0.02
第2回目 135 0.87 1.76
第3回目 135 0.79 1.75
第4回目 135 1.00 2.03
ストレッサー
　　交友関係 第1回目 135 17.14 5.75 539 0.474 0.701 0.03
第2回目 135 17.02 5.59
第3回目 135 16.36 5.70
第4回目 135 16.79 6.12
　　大学評価 第1回目 135 10.66 3.05 539 0.247 0.863 0.02
第2回目 135 10.61 3.15
第3回目 135 10.92 3.41
第4回目 135 10.78 3.32
　　学業 第1回目 135 12.96 4.08 539 1.026 0.381 0.04
第2回目 135 13.84 4.70
第3回目 135 13.23 4.63
第4回目 135 13.66 4.95
　　家族関係 第1回目 135 8.96 3.27 539 0.057 0.982 0.01
第2回目 135 8.94 3.03
第3回目 135 9.09 3.38
第4回目 135 9.03 3.41
　　就職・将来 第1回目 135 10.68 3.30 539 0.980 0.402 0.04
第2回目 135 10.71 3.61
第3回目 135 10.11 3.67
第4回目 135 10.23 3.85
　　自己評価 第1回目 135 5.87 2.30 539 1.960 0.119 0.06
第2回目 135 5.56 2.35
第3回目 135 5.24 2.35
第4回目 135 5.33 2.33
　　異性関係 第1回目 135 3.57 1.23 539 0.672 0.569 0.04
第2回目 135 3.69 1.46
第3回目 135 3.57 1.35








7 つの各下位尺度については 0.836～0.903 と非常に高い信頼性を確保していた． 
４．考察 
１）介護短大生のストレス反応とストレッサーの程度及び特徴について 
健常者群の GHQ 得点の平均が 2.76±2.31 であるのに対して，介護短大生の GHQ 得点
の平均は 5.73±5.90 であり，両者間の GHQ 得点には有意差が認められた．また，介護短
大生の GHQ 得点を日本語版によるこれまでの研究から妥当であるとされている 5／6 の
cut-off point（区分点）により判別すると（福西，1990；島，2004），cut-off point を上回





　   N　　　  平均　　　SD 　   N　　　  平均　　　SD
ストレス反応
　GHQ得点      48    　8.10    7.76    492 　   5.86    5.72 52 1.95 0.26
　身体的症状      48   　 2.52    2.16    492 　   2.01    1.93 538 1.74 0.08
　不安と不眠      48   　 2.44    2.69    492 　   1.83    1.96 51 1.52 0.21
　社会的活動障害      48   　 1.44    1.81       492 　   1.22    1.51 538 0.93 0.04
　うつ傾向      48   　 1.71    2.41    492 　   0.80    1.73 51 2.56 * 0.34
ストレッサー
　交友関係      48 　 18.13    6.65    492 　 16.70    5.68 53 1.43 0.19
　大学評価      48 　 10.42    3.23    492  　10.77    3.23 538 0.73 0.03
　学業      48 　 13.98    5.18    492  　13.37    4.54 538 0.88 0.04
　家族関係      48  　  9.25    3.77    492 　   8.98    3.22 538 0.54 0.02
　就職・将来      48 　 11.60    3.76    492  　10.32    3.58 538 2.36 * 0.10
　自己評価　      48  　  5.60    2.37      492 　   5.49    2.34 538 0.34 0.02
　異性関係      48 　   4.42    1.86    492 　   3.58    1.36 52 3.06 ** 0.39
1年次生 2年次生
　   N　　　  平均　　　SD 　   N　　　  平均　　　SD
ストレス反応
　GHQ得点    268      6.49    6.16    272 　   5.64    5.72 538 1.67 0.07
　身体的症状    268    　2.21    2.00    272 　   1.90    1.89 538 1.88 0.08
　不安と不眠    268    　1.90    2.07    272 　   1.88    2.01 538 0.14 0.01
　社会的活動障害    268      1.28    1.50       272 　   1.20    1.58 538 0.59 0.03
　うつ傾向    268    　1.10    2.00    272 　   0.66    1.59 508 2.82 ** 0.12
ストレッサー
　交友関係    268 　 18.05    6.19    272  　15.63    5.08 515 4.96 *** 0.21
　大学評価    268 　 10.84    3.13    272  　10.64    3.32 538 0.73 0.03
　学業    268 　 14.86    4.68    272 　 12.01    4.05 524 7.57 *** 0.31
　家族関係    268  　  9.22    3.37    272 　   8.79    3.16 538 1.54 0.07
　就職・将来    268 　 10.92    3.57    272 　   9.96    3.59 538 3.12 ** 0.13
　自己評価　    268  　  5.92    2.38      272 　   5.08    2.22 538 4.22 *** 0.18
































































































































第 2 節 介護福祉士を目指す学生のストレス反応に影響を及ぼす要因の多面的 

















A 短期大学の介護福祉士養成 2 年課程の 1 年次生 78 名と 2 年次生 60 名を対象とした（1
校 1 学科の総計 138 名が対象であり，以下，介護短大生と称する）． 
２）手順・時期 














Stress Event Scale：ISE）を用いた（パブリックヘルスリサーチセンター，2004b）．4 件
法の回答に対して 1～4 点を割り当て，全 30 項目の合計点を対人ストレッサーの総得点と
















（Interpersonal Stress-Coping Inventory：ISI）の 3 つの下位尺度（①ポジティブ関係コ
ーピング：16 項目，②ネガティブ関係コーピング：10 項目，③解決先送りコーピング：8












法の回答に対して 1～5 点を割り当て，3 カテゴリー（サポート源）ごとに合計点を算出し
た．その得点は，高いほど該当サポート源との支援的なやりとりの頻度が高いことを示す．





新版 STAI（日本版 State-Trait Anxiety Inventory）の「特性不安尺度」の 20 項目を用い





Self‐Rating Scale）の 7 つの下位尺度（情動的反応：抑うつ・不安・怒りの 15 項目，認
知・行動的反応：情緒的混乱・引きこもりの 10 項目，身体反応：身体的疲労感・自律神経
系の活動性亢進の 10 項目）を用いた（パブリックヘルスリサーチセンター，2004e；尾関・












した大学生（標準化標本）を対照群として（尾関ら，1991 橋本，1997 肥田野ら，2000 
加藤，2000 嶋，1992 ），本対象との各下位尺度得点や総得点の平均値の差の検定をした．
加えて，本対象における基本属性間の比較を行った．なお，2 グループの平均値の差の検定
には，等分散の検定（Levene の検定）により両側 5%水準で 2 グループの母分散が等しか
った場合は t 検定を，等しくなかった場合は Welch の検定を用いた．3 グループの平均値
の差の検定には，一元配置分散分析及び多重比較を用い，等分散の検定（Levene の検定）
により両側 5%水準で等分散性が成り立った場合は Bonferroni の検定を，等分散性が成り















































下位尺度のα信頼性係数は 0.82～0.96 で，非常に高い信頼性を確保していた． 







分析対象者の年齢は 18 歳から 58 歳，平均年齢は 21.8±8.5 歳で，女性が 97 名，男性が
19 名であった． 
 また，就業経験のない学生が 96 名（平均年齢 18.6±0.5 歳），就業経験のある社会人学生














リスク群（cut-off point：男性 53 ポイント以上，女性 50 ポイント以上）に属する介護短大













　   N　　　  平均値　　　SD 　   N　　　  平均値　　　SD
ストレス反応                 ＜総数＞
　ストレス反応総得点  610    19.78    14.04    96    21.21    18.97 111 0.71 0.07
対人ストレッサー           ＜総数＞
　対人ストレッサー総得点  200    62.53    12.93    96    57.71    15.42 161 2.65 ** 0.20
　　対人葛藤  200      1.78     0.55    96      1.68     0.57 181 1.43 0.11
　　対人劣等  200      2.39     0.55    96      2.13     0.63 166 3.46 *** 0.25
　　対人磨耗  200      2.15     0.49    96      1.95     0.59 159 2.88 ** 0.22
対人ｽﾄﾚｽｺｰﾋﾟﾝｸ　        ＜性別＞
　ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞ関係ｺｰﾋﾟﾝｸﾞ    （女性） 1314    20.46     9.02     82    21.17     8.65 1394 0.72 0.02
　　　　　　　　　　　　　       　（男性） 1260    18.37     9.40      14    16.00     7.38 1272 1.19 0.03
　ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ関係ｺｰﾋﾟﾝｸﾞ     （女性） 1314      7.66     5.50     82      6.67     5.32 1394 1.63 0.04
　　　　　　　　　　　　　　       （男性） 1260      8.88     6.02     14      6.36     5.60 1272 1.67 0.05
　解決先送りｺｰﾋﾟﾝｸﾞ　     （女性） 1314    11.80     5.26     82    11.20     5.42 90 0.97 0.10
　　　　　　　　　　　　　       　（男性） 1260    11.79     5.29     14    10.14     5.30 1272 1.16 0.03
ソーシャルサポート      　＜性別＞
　家族サポート　　　         （女性）　　　 204     39.80     9.40    82     38.49    10.15 139 1.01 0.09
　　　　　　　　　　　　　       　（男性）  220     31.30     9.10    14     34.07    10.43 232 0.97 0.06
　同性友人サポート　       （女性）  204     46.60     7.70    82     46.83      8.83 133 0.21 0.02
　　　　　　　　　　　　　       　（男性）  220     41.50     9.10    14     41.57      9.97 232 0.03 0.00
　異性友人サポート         （女性）  204     32.00    11.90    82     34.04    10.55 167 1.42 0.11
　　　　　　　　　　　　　       　（男性）  220     29.20    13.00    14     33.93    16.79 232 1.03 0.07
ﾊﾟｰｿﾅﾘﾃｨｰ（性格特性）＜性別＞
　特性不安　　　　　　      　（女性） 1165    47.65      9.96    82     50.55      8.40 97 2.98 ** 0.29










                （ハイリスク者の割合）   　　　　　 　　(15.0%)                　　　     (17.2%)






Table 4-2-3 に，介護短大生を就業経験のある社会人学生（1・2 年次生）と就業経験のな










   N　　　平均値　　 　SD    N　　　平均値　　 　SD
年齢  97     21.51      8.27  19     23.32     9.44 114 0.85 0.08
ストレス反応
ストレス反応総得点  97     20.20    17.74  19     24.95    28.17 20 0.71 0.16
  　　 （ハイリスク者の割合）　　　　 　(15.5%)                       (26.3%)
　情動的反応  97     10.12      8.29  19     11.26    13.30 20 0.36 0.08
　認知・行動的反応  97       5.16      5.37  19       7.16     0.93 20 0.91 0.20
　身体反応  97       4.91      5.55  19       6.53     0.68 114 1.12 0.10
対人ストレッサー
対人ストレッサー総得点  97     58.44    16.33  19     53.47    15.59 114 1.22 0.11
　対人葛藤  97       1.74     0.66  19       1.40     0.38 43 3.06 ** 0.42
　対人劣等  97       2.12     0.63  19       2.11     0.85 22 0.02 0.00
　対人磨耗  97       2.00     0.60  19       1.77     0.54 114 1.50 0.14
対人ｽﾄﾚｽｺｰﾋﾟﾝｸ
　ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞ関係ｺｰﾋﾟﾝｸﾞ  97     21.09      8.58  19     16.21     8.84 114 2.26 * 0.21
　ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ関係ｺｰﾋﾟﾝｸﾞ  97       7.28      5.36  19       7.58     6.58 114 0.22 0.02
　解決先送りｺｰﾋﾟﾝｸﾞ  97     11.86      5.51  19     10.58     5.33 114 0.93 0.09
ソーシャルサポート
　家族サポート　  97     39.36    10.42  19     34.21    12.29 114 1.91 0.18
　同性友人サポート  97     46.18      8.86  19     38.42    13.02 21 2.49 * 0.48
　異性友人サポート  97     33.58    10.52  19     30.32    16.63 20 0.82 0.18
ﾊﾟｰｿﾅﾘﾃｨ-（性格特性）






















  ストレス反応総得点 23.40±20.42 19.27±17.57 19.85±23.69 115 0.556 0.575 0.07
　  情動的反応 11.49± 8.91 9.37± 8.06 10.05±12.46 115 0.634 0.533 0.08
  　認知・行動的反応 6.73± 7.02 4.59± 4.90 5.00± 6.89 115 1.532 0.220 0.12
  　身体反応 5.18± 5.79 5.31± 5.79 4.80± 5.98 115 0.056 0.946 0.02
対人ストレッサー
  対人ストレッサー総得点 58.02±14.59 57.43±16.26 57.25±20.21 115 0.022 0.978 0.01
　  対人葛藤 1.62± 0.49 1.73± 0.63 1.71± 0.90 115 0.350 0.705 0.06
　  対人劣等 2.21± 0.63 2.05± 0.63 2.05± 0.84 115 0.816 0.445 0.08
　  対人磨耗 1.94± 0.57 1.96± 0.61 1.96± 0.65 115 0.014 0.986 0.01
対人ｽﾄﾚｽｺｰﾋﾟﾝｸ
　ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞ関係ｺｰﾋﾟﾝｸﾞ 19.82± 8.02 20.94± 9.19 19.70± 9.64 115 0.246 0.782 0.05
　ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ関係ｺｰﾋﾟﾝｸﾞ 6.84± 5.96 6.43± 4.76 10.70± 5.46 115 4.830 0.010 * 0.20
            *             *
　解決先送りｺｰﾋﾟﾝｸﾞ 10.38± 5.43 11.63± 5.34 14.55± 5.04 115 4.246 0.017 * 0.19
            *
ソーシャルサポート
　家族サポート　 38.40±11.24 37.35± 9.38 41.75±13.22 115 1.186 0.309 0.10
　同性友人サポート 45.56±10.11 46.51± 8.26 39.35±12.28 115 4.023 0.021 * 0.18
                  *
　異性友人サポート 32.93±11.91 34.98±11.27 28.35±11.59 115 2.361 0.099 0.14
ﾊﾟｰｿﾅﾘﾃｨｰ（性格特性）











  　　  （ハイリスク者の割合）　　　　          (15.7%)                (17.8%)                     (20.0%)























　 対人葛藤 0.405 ** 0.326 **
　 対人劣等 0.622 ** 0.684 **
　 対人磨耗 0.314 ** 0.391 **
対人ｽﾄﾚｽｺｰﾋﾟﾝｸ
　 ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞ関係ｺｰﾋﾟﾝｸﾞ -0.051 -0.125
　 ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ関係ｺｰﾋﾟﾝｸﾞ 0.446 ** 0.297 **
　 解決先送りｺｰﾋﾟﾝｸﾞ -0.033 -0.192 *
ソーシャルサポート
　 家族サポート　 -0.225 * -0.278 **
　 同性友人サポート -0.173 -0.127
　 異性友人サポート -0.015 -0.115
ﾊﾟｰｿﾅﾘﾃｨｰ（性格特性）





特性不安 0.728 0.381 4.155 0.000 ***
ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ関係ｺｰﾋﾟﾝｸﾞ 0.916 0.257 3.549 0.001 ***
対人磨耗 -8.384 -0.254 -2.650 0.009 **
対人劣等 9.128 0.309 2.634 0.010 *
異性友人サポート 0.240 0.142 2.123 0.036 *
家族サポート -0.234 -0.129 -1.859 0.066







































































































福西勇夫（1990）日本版 General Health Questionnaire(GHQ)の cut-off point．心理臨
床，3(3)，228-234． 
























文部科学省（2007）学校基本調査 年次統計 総括表 4；進学率（昭和 23 年～）． 
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クの 1～4 年課程，45 校 47 課程に対して，2014 年 10 月に無記名自記式質問紙による郵送
調査を実施した．日本介護福祉士養成施設協会東海北陸ブロック事務局の協力の基に行い，
東海北陸ブロックの養成課程全てから回答を得る計画であった．しかし，回収率及び有効回
答率 55.3%，有効標本数 26で，統計的解釈を行うにあたり十分な標本数を得られなかった． 
そのため，2014 年 8 月の時点で日本介護福祉士養成施設協会に会員校登録のあった東海



















































介護教員が認識する教育内容の重要度については，優先順位１に 5 点，優先順位 2 に 4
点，優先順位 3 に 3 点，優先順位 4 に 2 点，優先順位 5 に 1 点を配点して教育内容の優先
順位得点を算出し，教育内容ごとの平均値及び標準偏差を算出した． 
データの集計及び解析には，SPSS Inc. SPSS 16.0 for Windows を使用した． 
自由記述については，内容分析の手法を用いて処理し，自由回答式質問に対する各介護教









教育上の課題：90.4 と 91.6，②教育上の課題への対処方略：93.2 と 93.6，③学生の個性把














73 の有効標本が得られ，分析対象とした（回収率，有効回答率ともに 18.1%）． 
分析対象となった介護福祉士養成課程の介護教員 73 名は，女性 52 名（71.2%），男性 21
名（28.8%），平均年齢 51.4±9.5 歳（最小値 29 歳，最大値 71 歳），教育職としての平均経
験年数 12.7±7.8 年（最小値 0 年，最大値 42 年）で，所属先は 1 年課程 3 名（4.1%），2 年
































































































































































































































介護教員が認識する教育上の課題についての有効回答は 68 名分（68 文脈単位）で，163
記録単位に分割できた．このうち，意味不明な記録単位や抽象度の高い記録単位を除外した
147 記録単位を意味内容の類似性に基づき分類した結果，12 カテゴリーが形成された
（Table 5-1-1）．これら 12 カテゴリーを「学生側の課題」と「養成校側の課題」に区分し
て，記録単位数の多いものから順に以下に示す．なお，【 】内はカテゴリーを表し，＜ ＞
内は各カテゴリーを形成した記録単位数及びそれが記録単位総数に占める割合を示す（各
































































５）適応力の低下 10 ( 7.9)
・ 実習等にスムーズに入れない　・自分中心に考え自分を振り返ることができない人が多くなっている
・ 体調管理の不十分　・年々，メンタル的に弱い学生や指導が届かない学生が増えている
６）精神障がい，発達障がいのある学生の増加  7 ( 5.5)
・ 精神に障害を持った学生が増加　・発達障害をもつ学生が増えている　・ADHD等の障害が疑わしいが進路をあきらめない


















４）指導体制の不十分さと指導力不足  8 ( 6.3)
・ 社会的マナーや常識について教員が学生に指導する時間があまり取れない　・学生の個別対応，指導のむずかしさ　・親との連携のむずかしさ











教育上の課題に対して実施している対応策についての有効回答は 65 名分（65 文脈単位）
で，138 記録単位に分割できた．このうち，意味不明な記録単位や抽象度の高い記録単位を
除外した 122 記録単位を，介護教員が認識する教育上の課題についての内容分析において
形成された 12 カテゴリーに対応させて意味内容の類似性に基づき分類した結果，28 のカ































































































回答は 63 名分（63 文脈単位）で，120 記録単位に分割できた．このうち，意味不明な記録
単位や抽象度の高い記録単位を除外した 107 記録単位を意味内容の類似性に基づき分類し








































 2 ( 1.6)
（８）介護福祉士養成教育についての保護者に対する説明と同意 2
・ 保護者の方に十分学校の事を説明し理解を深めて入学をしていただいている








































































６）日常的なかかわりの中での観察 10 ( 9.3)
・ 気になる学生へ声掛けをしコミュニケーションを密に図りながら，教員側から学生に歩み寄る事を大切にしている
・ 普段の学校生活での様子観察を実施している（気になることがあれば言葉をかける）　・友達づくり，仲間関係を通して把握









記録単位を除外した 155 記録単位を意味内容の類似性に基づき分類した結果，17 カテゴリ
ーが形成された（Table 5-1-4）．これら 17 カテゴリーを「組織的取り組み」と「個人的取
り組み」に区分して，記録単位数の多いものから順に以下に示す．なお，【 】内はカテゴ
リーを表し，＜ ＞内は各カテゴリーを形成した記録単位数及びそれが記録単位総数に占
める割合を示す（各カテゴリーを形成した代表的な記述については Table 5-1-4 を参照）． 
「組織的取り組み」＜86 記録単位（55.5%）＞として，【①学外研修会・研究会・学会へ

























２）FD （Faculty Development：教授団の資質改善，開発） の実施 12 ( 7.4)
・ 大学のFD研修に全教員が参加し授業方法や発達障害児への関わり等をグループワーク等で学んでいる
・ 介護教員に限定していないが学校で教育に関するFD研修が定期的に開催されている
３）学内，法人内研修会の開催 11 ( 7.1)
・ 定期的に教員研修があり，他学科（理学療法学科，作業療法学科，言語聴覚学科）の教員と交流を図りながら教員のスキルアップに努めている
・ 法人として年に１回以上研修会を開き様々な学生に対応できるような研修を開いている











６)学生による授業評価の実施  6 ( 3.9)
・ 前期，後期毎に学生の授業アンケート実施および公開
７）教員による自己点検活動の実施  5 ( 3.2)
・ 教員による授業評価の実施
・ 相互授業参観による評価や学生の授業評価及び試験成績をふまえ学期毎に授業評価報告書を提出し，次期の授業に反映するようにしている
８）具体的なシラバスの作成  2 ( 1.3)
・ 年間授業計画と時間別授業計画の作成と共有
・ 授業の内容だけでなく到達目標や予習と復習，成績評価の方法などを具体的に記したシラバスの作成と公開
９）教員の地域実践活動への参加  2 ( 1.3)
・ 学校教育以外に専攻として地域連携活動に取り組み，住民への関わりや町づくり活動を通して教員の実践力を高めている
・ 教鞭をとるだけでなく介護現場での実践活動を継続的に実施している






２）専門性強化のための修学，資格取得及び地域活動  8 ( 5.2)
・ 地域のボランティア活動への参加　・通信教育で認知症やレクリエーション関連の資格を取得　・専門領域での大学・大学院での学習
３）職能団体や研究会の運営および加入  8 ( 5.2)
・ 職能団体の運営　・各専門科目や分野でNPOと協力し研鑽している




５）専門誌，関連書籍の定期購読等による文献学習  5 ( 3.2)
・ 書物による自己学習　・社会の変化をとらえる様，新聞，雑誌，インターネットなどに目を通す
６）個人的ネットワークでの情報交換  5 ( 3.2)
・ 大学（大学，修士課程時の恩師，仲間等も含む）及び他養成校に属する教職員との情報交換
７）外部講師を担う  5 ( 3.2)
・ 外部の講師などに行くことにより授業内容の充実にもつなげるようにしている　・講演会や研修会の講師活動を行っている













































































































































































A 介護福祉士養成校の 2 年課程に在籍し，2012 年度に介護福祉士資格取得見込みの 2 年
次生 68 名に対して，450 時間の介護実習を全て終えた時期（2012 年 9 月末）に，介護技術
修得度を自己評価する無記名自記式の質問紙による集合調査を実施した． 
（２）調査票の構成項目と評価尺度 



















の 5 件法とした．なお，これら 5 種のカテゴリーによって得られるデータは，順序尺度で
あるが連続性を持った変量であると仮定し，それらに順に 4 点，3 点，2 点，1 点，0 点と
いう配点を与え，数量化した． 
調査票の構成項目の内容妥当性，表面妥当性の検討は，10 年以上の教育歴のある介護教
員 2 名と，介護福祉士として 5 年以上の現場経験のある介護教員 2 名，加えて，介護福祉






















介護学生 68 名中 64 名の同意が得られ，欠損値が 2 項目以上なかった 63 標本を分析標
本とし，有効回答率は 92.6%であった． 
女性 48 名（76.2%），男性 15 名（23.8%）で，就業経験のある者 26 名（41.3%），ない者
37 名（58.7%），平均年齢 27.75±11.07 歳（最小値 19 歳，最大値 56 歳）であった． 
なお，就業経験のある者は，女性 16 名（61.5%），男性 10 名（38.5%），平均年齢 38.4±
9.9 歳（最小値 20 歳，最大値 56 歳）で，ない者は，女性 32 名（86.5%），男性 5 名（13.5%），
平均年齢 20.4±2.4 歳（最小値 19 歳，最大値 31 歳）であった． 
（２）介護技術の到達度と到達度の低い技術項目の因子構造 
Table 5-2-1 に，到達者が 3 割に満たない技術項目数とその割合を技術類型ごとに示した． 
「Ⅹ 自立に向けた家事の介護」，「ⅩⅠ 自立に向けた休息・睡眠の介護」，「ⅩⅡ 終末
期の介護」，「ⅩⅤ 倫理的観点」という 4 つの技術類型において到達者が 3 割に満たない
技術項目の割合が 6 割を超えていた． 
 













Ⅰ　介護過程の展開 18 18 1 1 5.6 5.6
Ⅱ　人間関係形成能力 5 5 0 0 0.0 0.0
Ⅲ　生活支援における基本 7 7 1 1 14.3 14.3
Ⅳ　自立に向けた環境整備 3 3 1 1 33.3 33.3
Ⅴ　自立に向けた身支度の介護 17 10 1 1 10.0 5.9
Ⅵ　自立に向けた移動・移乗の介護 17 10 3 2 20.0 17.6
Ⅶ　自立に向けた食事の介護 9 6 4 3 50.0 44.4
Ⅷ　自立に向けた入浴・清潔保持の介護 19 11 2 2 18.2 10.5
Ⅸ　自立に向けた排泄の介護 21 14 2 2 14.3 9.5
Ⅹ　自立に向けた家事の介護 13 8 9 5 62.5 69.2
Ⅺ　自立に向けた休息・睡眠の介護 6 4 6 4 100.0 100.0
Ⅻ　終末期の介護 4 4 3 3 75.0 75.0
ⅩⅢ　医療的ｹｱ（喀痰吸引・経管栄養） 3 3 0 0 0.0 0.0
ⅩⅣ　緊急・介護事故の対応能力 6 6 1 1 16.7 16.7
ⅩⅤ　倫理的観点 4 4 3 3 75.0 75.0
















その結果，15 の技術類型 113 の技術項目となり，到達者が 3 割に満たない技術項目は 29
であった．そこで，類似項目を削除して統合した 29 の技術項目についての因子分析を行っ
た（Table 5-2-2）． 
因子分析を繰り返した結果，累積因子寄与率が 68.006%で，5 因子 25 項目を抽出した．
第 1 因子は 11 項目で構成され 21.047%の因子寄与率であった．順に，第 2 因子は 3 項目構
成で 13.270%の因子寄与率，第 3 因子は 5 項目構成で 12.104%の因子寄与率，第 4 因子は
3 項目構成で 12.102%の因子寄与率，第 5 因子は 3 項目構成で 9.483%の因子寄与率であっ
た．以上の 5 因子 25 項目の尺度全体の Cronbach のα信頼性係数は 0.9383 で，5 因子そ
れぞれでは 0.8223～0.9654 の範囲であり，尺度構成上の信頼性が認められた．また，Kaiser-
Meyer-Olkin（KMO）の標本妥当性の測度が 0.776，Bartlett の球面性検定の近似カイ 2 乗
が 1181.039（自由度=300，有意確率=0.000）で，因子分析を行う上での標本妥当性が示さ
れた． 





































71)排泄に関連した利用者のアセスメントができる 0.859 0.070 0.176 0.041 0.139 0.826 ④
60)入浴・清潔保持に関連した利用者のアセスメントができる 0.746 0.197 0.169 0.054 0.151 0.815 ④
44)移乗・移動に関連した利用者のアセスメントができる 0.718 0.347 0.123 -0.034 0.148 0.824 ④
58)必要な水分摂取量を計算し身体に触れての水分補給ができる 0.642 0.019 0.389 0.140 0.129 0.819 ④
61)利用者の入浴・清潔保持の生活習慣に考慮した介助ができる 0.641 0.203 0.024 0.022 0.175 0.727 ④
54）食事に関連した利用者のアセスメントができる 0.631 0.317 0.318 0.073 0.091 0.755 ④
59)食事に関連した福祉用具を活用できる 0.630 0.211 0.378 0.149 0.057 0.732 ④
15)介護福祉士の役割と機能を理解し他職種にわかるように説明できる 0.619 0.362 0.024 0.112 0.231 0.670 ④
34)身支度に関連した利用者のアセスメントができる 0.436 0.528 -0.006 0.060 0.030 0,826 ④
85)家事に関連した利用者のアセスメントができる 0.418 0.305 0.262 0.151 0.345 0.727 ④
33)障害に応じた居住環境の工夫をすることができる 0.408 0.578 0.309 0.277 0.242 0,882 ④
【第2因子：尊厳あるケアの実現】　α係数=0.9189（N=63）
112)利用者の選択権や自己決定を尊重する行動をとることができる 0.338 0.793 0.225 0.157 0.092 0.887 ④
113)専門職としての倫理規定や行動規範に従って行動できる 0.336 0.772 0.242 0.125 0.131 0.873 ④
111)利用者の尊厳や人権を擁護する行動をとることができる 0.167 0.720 0.413 0.004 0.087 0.819 ④
【第3因子：利用者や介護者の安全・安楽の保持】　α係数=0.8223（N=62）
93)休息・睡眠に関連した利用者のアセスメントができる 0.436 0.164 0.770 0.087 0.155 0.877 ④
94)入眠・睡眠を意識した日中活動の介助ができる 0.389 0.269 0.743 0.028 0.065 0.878 ④
96)身体に触れての寝具の選択の介助ができる 0.166 0.196 0.662 0.313 0.282 0.744 ④
109)介護従事者自身のために頚腕痛・腰痛予防体操ができる -0.100 0.330 0.454 0.255 0.078 0.648 ④
95)身体に触れての居室の環境整備ができる 0.349 0.282 0.449 0.121 0.256 0.757 ④
【第4因子：終末期ケア】　α係数=0.9654（N=62）
98)終末期における基本的な介助ができる 0.095 0.123 0.131 0.936 0.197 0.942 ②
97)終末期に関連した利用者のアセスメントができる 0.089 0.096 0.076 0.904 0.151 0.938 ②
99)臨終時の基本的な介助ができる 0.061 0.090 0.200 0.900 0.225 0.938 ②
【第5因子：家事の支援】　α係数=0.8283（N=61）
90)身体に触れての掃除・ゴミ捨ての介助ができる 0.101 0.120 0.114 0.142 0.881 0.810 ④
89)身体に触れての洗濯の介助ができる 0.249 0.081 0.170 0.247 0.790 0.873 ④
92)身体に触れての買い物・金銭管理の介助ができる 0.263 0.079 0.124 0.215 0.540 0.678 ④
固有値 5.262 3.317 3.026 3.026 2.371 17.002
固有値寄与率(%) 21.047 13.270 12.104 12.102 9.483 68.006

























Table 5-2-4 に，設問項目統合後の 15 の技術類型 113 の技術項目から成る評価尺度の信











未到達 15( 57.7) 30( 81.1) 45( 71.4)
到達 11( 42.3) 7( 18.9) 18( 28.6)






技術類型（大項目） 技術項目数 N α係数
Ⅰ　介護過程の展開 18 61 0.9475
Ⅱ　人間関係形成能力 5 62 0.8275
Ⅲ　生活支援における基本 7 63 0.8454
Ⅳ　自立に向けた環境整備 3 62 0.8950
Ⅴ　自立に向けた身支度の介護 10 83 0.7018
Ⅵ　自立に向けた移動・移乗の介護 10 62 0.8198
Ⅶ　自立に向けた食事の介護 6 60 0.8558
Ⅷ　自立に向けた入浴・清潔保持の介護 11 60 0.9018
Ⅸ　自立に向けた排泄の介護 14 60 0.8833
Ⅹ　自立に向けた家事の介護 8 58 0.8861
Ⅺ　自立に向けた休息・睡眠の介護 4 62 0.8637
Ⅻ　終末期の介護 4 60 0.9319
ⅩⅢ　医療的ｹｱ（喀痰吸引・経管栄養） 3 59 0.8754
ⅩⅣ　緊急・介護事故の対応能力 6 62 0.8382
ⅩⅤ　倫理的観点 4 63 0.9341
全項目（Ⅰ～ⅩⅤ） 113 44 0.9794
Table 5-2-4　　介護技術項目統合後の評価尺度（15の技術類型113の技術項目）の







（１）第 1 因子「身辺介護提供に向けての情報収集・アセスメント」について 





































（２）第 2 因子「尊厳あるケアの実現」について 
















































②利用者の身体に触れて行うことができるかの 2 パターンでの設問構成を統合して 113 の
技術項目に減らすことが可能であると考えられる． 


































到達目標に達した者の割合が 3 割に満たない技術項目は 152 項目中 37 項目（24.3%）あ
り，日本介護福祉士養成施設協会の示す卒業時の介護技術到達目標に到底達していない現
状にあった． 









































介護福祉士養成 2 年課程の A校に在籍し 2013 年度に介護福祉士資格取得見込みの 64名
の学生（以下，介護実習生と称する）を対象として，全ての介護実習が終了した 2013 年 9
月に，自らの介護技術修得度を自己評価する記名式質問紙による集合調査を実施した． 
調査票は 2012 年度に介護福祉士資格取得見込みの 2 年次生を対象として実施した調査
結果（研究 8）に基づいて，試作の介護技術修得度の評価尺度を改訂して作成した評価尺度
（以下，改訂版介護技術自己評価票と称する）を用いた．「改訂版介護技術自己評価票」は，
15 の技術類型（大項目）113 の技術項目（下位項目）で構成されている（項目は Table 5-2-














ビュー調査を，前者は介護実習が終了した 2013 年 9 月に，後者は質問紙の回収が終了した


































護教員 1 名と，介護福祉士として 5 年以上の現場経験のある介護教員 2 名，加えて，介護
福祉士養成教育に携わっている他分野の専任教員 4 名で検討し判断した． 
また，介護実習生に対する改訂版介護技術自己評価票を用いた調査において得られたデ
ータを用いて，尺度構成上の信頼性を Cronbach のα信頼性係数によって検討した． 

















介護実習生 64 名中全員の同意が得られ，回収率，有効回答率ともに 100%であった．介
護実習生は，女性 46 名（71.9%），男性 18 名（28.1%）で，就業経験のある者 20 名（31.3%），
ない者 44 名（68.7%），平均年齢 25.2±10.3 歳（最小値 19 歳，最大値 59 歳）であった． 
14 名の介護実習指導者から，対象の介護学生 64 名中 29 名に対する回答が得られた．その
回収率，有効回答率はともに 45.3%であった．介護実習指導者は，女性 11 名（71.9%），男
性 3 名（28.1%）で，平均年齢 38.7±10.8 歳（最小値 25 歳，最大値 62 歳），介護職として












体験が困難（標定区分 0 もしくは 1）と回答した介護実習指導者の割合が 3 割を超えた技術
項目（下位項目）を技術類型（大項目）ごとにカテゴリー化した結果を示した． 
体験が困難と回答した介護実習指導者の割合が 3 割を超えた技術項目は，113 の技術項
目中 31 項目（27.4%）であった．最も体験が困難であることが示された技術項目は，「88  
潜在能力を活用して調理の介助ができる」（100%），「92  潜在能力を活用して買い物・金銭
管理の介助ができる」（100%）であり，次いで，「51  トランスボードを使用した移乗介助




介助ができる」（82.2%），「68  潜在能力を活用した手浴の介助ができる」（82.1%），「21  家





0 1 2 3 4 5 6 7
Ⅰ　介護過程の展開
1 根拠に基づいた介護を提供するための情報を収集できる 10.7 64.3 21.4 3.6
2 情報を整理し，分析・解釈，統合し，課題を抽出できる 3.6 7.1 75.0 7.1 7.1
3 利用者・家族・ﾁｰﾑメンバー（介護職員・他職種）と連携し，実施可能な介護計画を立案できる 3.6 21.4 71.4 3.8
4 利用者の力を活用した介護計画を立案できる 17.8 60.7 7.1 14.3
5 立案した介護計画を具体的に（何を目標に・いつ・だれが・どこで・何を）説明できる 21.4 64.3 7.1 7.1
6 計画した介護を利用者の反応を捉えながら実施できる 10.7 64.3 7.1 17.9
7 介護技術を利用者の状況に応じて適切に実施できる 10.7 57.1 28.6 3.6
8 介護技術を提供する際，利用者の思い，考え，感情等の心理的側面に配慮できる 3.6 14.3 50.0 17.9 10.7 3.6
9 利用者のいつもと違う状況変化について指導者・}現場職員に報告し，対応できる 3.6 7.1 3.6 28.6 28.6 10.7 10.7 7.1
10 計画に沿って実施できたか評価できる 3.6 14.3 67.9 3.6 10.7
11 計画した目標が適切であったか評価できる 3.6 14.3 67.9 3.6 10.7
12 計画した介護内容が適切であったか評価できる 3.6 14.3 71.4 3.6 7.1
13 利用者の状況に応じて計画を修正できる 3.6 17.9 67.9 3.6 7.1
14 実施した介護の意図・内容と利用者の反応を記録できる 3.6 3.6 10.7 64.3 3.6 10.7 3.6
● 15 介護福祉士の役割と機能を理解し，他職種にわかるように説明できる 14.3 14.3 7.1 35.3 17.9 3.6 7.1
16 実施する介護の根拠，目的，方法，評価について他職種にわかるように説明できる 7.1 17.9 3.6 39.3 21.4 3.6 7.1
17 介護を計画的に実践する上で，適切な人に助言を求めることができる 3.6 7.1 46.4 21.4 17.9 3.6
18 利用者をとりまくチームメンバー間で報告・連絡・相談等を行える 10.7 14.3 17.9 35.7 14.3 7.1
Ⅱ　人間関係形成能力　
19 言語コミュニケーションが可能な利用者と援助的なコミュニケーションを展開できる 17.9 32.1 28.6 21.4
20 言語コミュニケーションが乏しい利用者と援助的なコミュニケーションを展開できる 7.1 10.7 53.6 17.9 7.1 3.6
* 21 家族と援助的なコミュニケーションを展開できる 60.7 21.4 3.6 3.6 3.6 7.1
22 介護職員間で協働的な関係を築くことができる 14.3 3.6 42.9 17.9 7.1 14.3
23 他職種と協働的な関係を築くことができる 14.3 14.3 3.6 39.3 10.7 10.7 3.6 3.6
Ⅲ　生活支援における基本　
24 利用者とのかかわりから体調を観察できる 3.6 25.0 46.4 7.1 14.3 3.6
●* 25 基本的なバイタルサインの測定ができる 39.3 7.1 28.6 25.0
26 基本的な清潔手順に従って手洗いができる 3.6 21.4 28.6 3.6 42.9
27 基本的な清潔手順に従って汚物処理ができる 3.6 14.3 39.3 25.0 17.9
●* 28 自立に向けた生活支援のための介護技術を利用者に指導できる 25.0 10.7 32.1 32.1
●* 29 自立に向けた生活支援のための介護技術を家族に指導できる 75.0 10.7 10.7 3.6
●* 30 自立に向けた生活支援のための介護技術を他職種に指導できる 71.4 14.3 10.7 3.6
Ⅳ　自立に向けた環境整備　
31 基本的なベッドメイキングができる 7.1 14.3 28.6 50.0
32 基本的なリネン交換ができる 10.7 17.9 28.6 10.7 32.1
●* 33 障害に応じた居住環境の工夫をすることができる 46.4 3.6 14.3 21.4 14.3
Ⅴ　自立に向けた身支度の介護　
● 34 身支度に関連した利用者のアセスメントができる 10.7 17.9 17.9 42.9 7.1 3.6
35 利用者の潜在能力を活用して，洗面ができる 21.4 7.1 7.1 21.4 28.6 7.1 7.1
36 利用者の潜在能力を活用して，整髪ができる 3.6 10.7 25 25 14.3 21.4
* 37 利用者の潜在能力を活用して，ひげの手入れができる 32.1 3.6 14.3 21.4 17.9 7.1 3.6
●* 38 病的な爪を判断し，医療職と連携して爪の手入れができる 75.0 3.6 3.6 10.7 7.1
39 利用者の潜在能力を活用して，口腔の清潔が保持できる 17.9 3.6 7.1 53.6 7.1 7.1 3.6
40 利用者の潜在能力を活用して，身だしなみを整えられる 3.6 14.3 32.1 25.0 7.1 17.9
41 利用者の潜在能力を活用して，かぶりの衣服着脱の介助ができる 7.1 53.6 28.6 3.6 7.1
42 利用者の潜在能力を活用して，前開きの衣服着脱の介助ができる 7.1 50 28.6 7.1 7.1
●* 43 身じたくに関連した福祉用具を活用できる 32.1 32.1 7.1 14.3 14.3
Ⅵ　自立に向けた移動・移乗の介護　
● 44 移乗・移動に関連した利用者のアセスメントができる 3.6 7.1 3.6 14.3 53.6 10.7 7.1
* 45 利用者の潜在能力を活用して，杖歩行の介助ができる 35.7 17.9 17.9 14.3 10.7 3.6
46 利用者の潜在能力を活用して，車いすの移動介助ができる 7.1 42.9 17.9 7.1 25.0
47 利用者の潜在能力を活用して，体位変換ができる 3.6 21.4 46.4 14.3 7.1 7.1
* 48 ストレッチャーによる移動介助ができる 42.9 3.6 3.6 25.0 14.3 3.6 7.1
49 利用者の潜在能力を活用して，車両への乗り降りの介助ができる 78.6 10.7 3.6 7.1
50 安楽な体位を整えることができる 14.3 50.0 32.1 3.6
●* 51 トランスボードを使用した移乗介助ができる 85.7 7.1 3.6 3.6
52 リフトを使用した移乗介助ができる 85.7 7.1 3.6 3.6
* 53 その他，利用者の潜在能力を活用した，移動・移乗に関連した福祉用具を使った介助ができる 64.3 17.9 14.3 3.6
Ⅶ　自立に向けた食事の介護　
● 54 食事に関連した利用者のアセスメントができる 3.6 3.6 25.0 53.6 7.1 7.1
55 利用者の食生活習慣に考慮した食事介助ができる 3.6 28.6 39.3 21.4 7.1
56 利用者の潜在能力を活用して，安全・安楽に配慮した姿勢の保持ができる 3.6 14.3 67.9 7.1 7.1
57 利用者の潜在能力を活用して，心身状況に合わせた食事の介助ができる 3.6 3.6 67.9 21.4 3.6
58 必要な水分摂取量を計算し，利用者の潜在能力を活用して，水分補給ができる 7.1 7.1 32.1 39.3 7.1 7.1
●* 59 食事に関連した福祉用具を活用できる 28.6 14.3 3.6 17.9 25.0 10.7
介護技術項目






0 1 2 3 4 5 6 7
Ⅷ　自立に向けた入浴・清潔保持の介護　
● 60 入浴・清潔保持に関連した利用者のアセスメントができる 3.6 3.6 3.6 25.0 53.6 7.1 3.6
61 利用者の入浴・清潔保持の生活習慣に考慮した介助ができる 3.6 3.6 21.4 50.0 14.3 7.1
62 利用者の潜在能力を活用して，一般浴の介助ができる 21.4 10.7 42.9 25
63 利用者の潜在能力を活用して，機械浴の介助ができる 3.6 3.6 17.9 46.4 28.6
64 利用者の潜在能力を活用して，シャワー浴の介助ができる 21.4 3.6 14.3 32.1 28.6
* 65 利用者の潜在能力を活用して，全身清拭の介助ができる 53.6 3.6 7.1 28.6 7.1
* 66 利用者の潜在能力を活用して，陰部洗浄の介助ができる 25.0 7.1 7.1 39.3 17.9 3.6
* 67 利用者の潜在能力を活用して，足浴の介助ができる 60.7 3.6 10.7 7.1 14.3 3.6
●* 68 利用者の潜在能力を活用して，手浴の介助ができる 75.0 7.1 7.1 10.7
69 利用者の潜在能力を活用して，洗髪の介助ができる 10.7 3.6 53.6 32.1
70 入浴・清潔保持のための福祉用具を活用することができる 25 14.3 17.9 21.4 21.4
Ⅸ　自立に向けた排泄の介護　
● 71 排泄に関連した利用者のアセスメントができる 3.6 10.7 25.0 42.9 14.3 3.6
72 自然排便を促すための介助ができる 21.4 35.7 32.1 10.7
73 自然排尿を促すための介助ができる 17.9 3.6 35.7 32.1 10.7
74 利用者の自尊心・プライバシーに配慮した介助ができる 10.7 35.7 28.6 25.0
75 利用者の潜在能力を活用して，トイレへの誘導ができる 7.1 3.6 46.4 32.1 10.7
76 利用者の潜在能力を活用して，トイレでの介助ができる 7.1 3.6 57.1 28.6 3.6
* 77 利用者の潜在能力を活用して，ポータブルトイレでの介助ができる 53.6 7.1 10.7 25.0 3.6
●* 78 利用者に合わせた便器・尿器を選択し，利用者の潜在能力を活用して，便器・尿器を使用した介助ができる 50.0 17.9 3.6 14.3 14.3
79 利用者の潜在能力を活用して，おむつ交換ができる 10.7 39.3 42.9 3.6 3.6
80 利用者の潜在能力を活用して，失禁している利用者への介助ができる 3.6 7.1 10.7 32.1 39.3 3.6 3.6
81 自己導尿を補助するため、カテーテルの準備，体位の保持の介助ができる 78.6 7.1 3.6 7.1 3.6
82 利用者の潜在能力を活用して，ストマ用具のパウチにたまった排泄物の除去ができる 85.7 7.1 3.6 3.6
● 83 市販のディスポーザブルグリセリン浣腸器（挿入部5～6ｃｍ以内等の条件あり）を用いて浣腸できる 96.4 3.6
84 排泄に関連した福祉用具を活用できる 39.3 14.3 3.6 21.4 14.3 7.1
Ⅹ　自立に向けた家事の介護　
85 家事に関連した利用者のアセスメントができる 57.1 10.7 17.9 10.7 3.6
86 利用者の生活習慣に配慮した家事介助ができる 46.4 14.3 17.9 17.9 3.6
87 家事参加を支える介助ができる 64.3 10.7 10.7 14.3
●* 88 利用者の潜在能力を活用して，調理の介助ができる 85.7 14.3
* 89 利用者の潜在能力を活用して，洗濯の介助ができる 75.0 14.3 3.6 3.6 3.6
●* 90 利用者の潜在能力を活用して，掃除・ゴミ捨ての介助ができる 64.3 10.7 3.6 7.1 10.7 3.6
* 91 利用者の潜在能力を活用して，衣類管理の介助ができる 64.3 17.9 10.7 3.6 3.6
●* 92 利用者の潜在能力を活用して，買い物・金銭管理の介助ができる 89.3 10.7
Ⅺ　自立に向けた休息・睡眠の介護　
93 休息・睡眠に関連した利用者のアセスメントができる 7.1 17.9 32.1 28.6 7.1 3.6 3.6
● 94 入眠・睡眠を意識した日中活動の介助ができる 3.6 14.3 3.6 25.0 32.1 10.7 10.7
* 95 利用者の潜在能力を活用して，居室の環境整備ができる 25.0 17.9 25.0 14.3 7.1 10.7
* 96 利用者の潜在能力を活用して，寝具の選択の介助ができる 32.1 25.0 25.0 3.6 3.6 10.7
Ⅻ　終末期の介護　
97 終末期に関連した利用者のアセスメントができる 85.7 7.1 3.6 3.6
98 終末期における基本的な介助ができる 85.7 7.1 3.6 3.6
● 99 臨終時の基本的な介助ができる 89.3 7.1 3.6
● 100 残された家族・介護職員・チームメンバーヘグリーフケアができる 85.7 10.7 3.6
XIII　医療的ケア（喀痰吸引・経管栄養）　
101 医療的ケアを受けている人の日常生活の変化に気づくことができる 57.1 25.0 14.3 3.6
102 医療的ケアを受けている人の日常生活の変化について医療職に報告することができる 71.4 14.3 7.1 3.6 3.6
103 介護職の実施が認められた医療的ケアを安全・適切に実施できる 78.6 10.7 3.6 7.1
XIV　緊急・介護事故の対応能力
104 インシデント・アクシデントが発生した場合は速やかに報告・記録できる 50.0 14.3 17.9 7.1 10.7
105 基本的な救命救急ができる 75.0 10.7 14.3
106 介護事故発生時に対象者の安全を確保できる 53.6 21.4 21.4 3.6
107 防災・防火対策を説明できる 71.4 21.4 7.1
108 災害が発生した時の介護福祉士の役割を説明できる 60.7 28.6 3.6 7.1
* 109 介護従事者自身のために頚腕痛・腰痛予防体操ができる 60.7 17.9 14.3 7.1
XV　倫理的観点
110 利用者のプライバシーや個人情報を保護する行動をとることができる 3.6 7.1 14.3 10.7 28.6 3.6 32.1
111 利用者の尊厳や人権を擁護する行動をとることができる 3.6 25.0 17.9 10.7 3.6 39.3
112 利用者の選択権や自己決定を尊重する行動をとることができる 3.6 17.9 32.1 21.4 14.3 10.7
113 専門職としての倫理規定や行動規範に従って行動できる 17.9 17.9 10.7 21.4 3.6 28.6
介護技術項目
評定区分          (%）　　N＝29
＜評定区分＞０＝「評価が困難」（体験の機会がないもしくは少ない） ４＝「実習において特定の利用者に対して指導者の立ち会いの下で実施できる」
     １＝「体験をさせていない」（体験の機会はあるが意図的に体験させていない） ５＝「実習において不特定の利用者に対して指導者の立ち会いの下で実施できる」
     ２＝「実習及び学内の演習での実施が困難であり知識としても理解していない」 ６＝「実習において特定の利用者に単独で実施できる」　　





















　28  自立に向けた生活支援のための介護技術を利用者に指導できる 25.0 10.7 35.7
　29  自立に向けた生活支援のための介護技術を家族に指導できる 75.0 10.7 85.7
　30  自立に向けた生活支援のための介護技術を他職種に指導できる 71.4 14.3 85.7
　25  基本的なバイタルサインの測定ができる 39.3 0 39.3
　38  病的な爪を判断し医療職と連携して爪の手入れができる   75.0 3.6 78.6
　43  身じたくに関連した福祉用具を活用できる 32.1 32.1 64.2
　45  潜在能力を活用した杖歩行の介助ができる 35.7 17.9 53.6
　48  ストレッチャーによる移動介助ができる 42.9 3.6 46.5
　51  トランスボードを使用した移乗介助ができる 85.7 7.1 92.8
　53  その他、移動・移乗に関連した福祉用具を使った介助ができる 64.3 17.9 82.2
　59  食事に関連した福祉用具を活用できる 28.6 14.3 42.9
　65  潜在能力を活用した全身清拭の介助ができる 53.6 3.6 57.2
　66  在能力を活用した陰部洗浄の介助ができる 25.0 7.1 32.1
　67  潜在能力を活用した足浴の介助ができる 60.7 3.6 64.3
　68  潜在能力を活用した手浴の介助ができる 75.0 7.1 82.1
　77  潜在能力を活用したポータブルトイレでの介助ができる 53.6 7.1 60.7
　78  利用者に合わせた便器・尿器を選択し,利用者の潜在能力を活用して， 67.9
　   便器・尿器を使用した介助ができる
　85  家事に関連した利用者のアセスメントができる 57.1 10.7 67.8
　86  利用者の生活習慣に配慮した家事介助ができる 46.4 14.3 60.7
　87  家事参加を支える介助ができる 64.3 10.7 75.0
　88  潜在能力を活用して，調理の介助ができる 85.7 14.3 100
　89  潜在能力を活用して，洗濯の介助ができる 75.0 14.3 89.3
　90  潜在能力を活用して，掃除・ゴミ捨ての介助ができる 64.3 10.7 75.0
　91  潜在能力を活用して，衣類管理の介助ができる 64.3 17.9 82.2
　92  潜在能力を活用して，買い物・金銭管理の介助ができる 89.3 10.7 100
　95  利用者の潜在能力を活用して，居室の環境整備ができる 25.0 17.9 42.9
　96  利用者の潜在能力を活用して，寝具の選択の介助ができる 32.1 25.0 57.1
　21  家族と援助的なコミュニケーションを展開できる 60.7 21.4 82.1
　33  障害に応じた居住環境の工夫をすることができる 46.4 0 46.4
　37  潜在能力を活用したひげの手入れの介助ができる 32.1 3.6 35.7






























































類型 102 の介護技術項目で構成され，5 段階評定で評価する評価票（以下，再改訂版介護技
術自己評価票と称する）の開発に至った（Table 5-2-8）． 
 なお，改訂版介護技術自己評価票の尺度全体（113 項目）の Cronbach のα信頼性係数は
0.985，下位因子尺度については 0.699～0.965 であった．再改訂版介護技術自己評価票の尺
度全体（新設項目を除く 95 項目）の Cronbach のα信頼性係数は 0.981，下位因子尺度に











































































































































































































































































技術項目数 N α係数 技術項目数 N α係数
Ⅰ　介護過程の展開 18 61 0.965 8 63 0.927
Ⅱ　人間関係形成能力 5 62 0.848 5 62 0.848
Ⅲ　生活支援における基本 7 61 0.802 ▲7 60 ▲0.819
Ⅳ　自立に向けた環境整備 3 62 0.699 3 62 0.699
Ⅴ　自立に向けた身支度の介護 10 53 0.898 7 53 0.847
Ⅵ　自立に向けた移動・移乗の介護 10 59 0.901 9 59 0.892
Ⅶ　自立に向けた食事の介護 6 60 0.885 6 60 0.885
Ⅷ　自立に向けた入浴・清潔保持の介護 11 57 0.933 11 57 0.933
Ⅸ　自立に向けた排泄の介護 14 58 0.908 10 59 0.894
Ⅹ　自立に向けた家事の介護 8 55 0.940 7 57 0.920
Ⅺ　自立に向けた休息・睡眠の介護 4 60 0.925 4 60 0.925
Ⅻ　終末期の介護 4 62 0.957 4 62 0.957
ⅩⅢ　医療的ケア 3 63 0.922 ▲8 56 ▲0.777
ⅩⅣ　緊急・介護事故の対応能力 6 60 0.880 4 60 0.834
ⅩⅤ　倫理的観点 4 62 0.934 3 62 0.878
全項目（Ⅰ～ⅩⅤ） 113 39 0.985 95 42 0.981
技術類型（大項目） （本調査で使用した評価尺度） 　（本調査を踏まえて考案した評価尺度）















の内容妥当性を介護福祉教育に携わっている 8 名の教員で検討した結果，15 の介護技術類
型 102 の介護技術項目で構成され，5 段階評定で評価する再改訂版介護技術自己評価票の
考案に至った． 
再改訂版介護技術自己評価票の尺度全体（新設項目を除く 95 項目）の Cronbach のα信
頼性係数は 0.981，下位因子尺度については 0.699～0.957 となり，内的整合性がおおむね
認められた．また，信頼性係数は項目数が少なくなれば必然的に低くなるにもかかわらず，
再改訂前の 113 項目の尺度の信頼性係数は 0.985，再改訂した新設項目を除く 95 項目の尺
度の信頼性係数は 0.981 で，大きな変化なく高い信頼性が維持された．よって，再改訂前に
比べ利用価値の高い尺度を開発できたと考えられる． 
なお、研究 8 と研究 9 において開発を試みた介護技術修得度評価票の概要と作成経緯を

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（http://www.kaigo-center.or.jp/report/pdf/h25_chousa_kekka.pdf，2015 年 5 月 10 日） 
経済産業省（2007）2007 年度社会人基礎力に関する調査・報告書「社会人基礎力」育成
のススメ；社会人基礎力育成プログラムの普及を目指して． 
（http://www.meti.go.jp/policy/kisoryoku/2006chosa.pdf，2015 年 5 月 10 日） 
経済産業省（2006）社会人基礎力に関する検討会；中間とりまとめ． 
（http://www.meti.go.jp/policy/kisoryoku/chukanhon.pdf，2015 年 5 月 10 日） 
厚生労働省（2008）介護福祉士養成課程における教育内容等の見直しについて． 
（http://www.mhlw.go.jp/bunya/seikatsuhogo/dl/shakai-kaigo-yousei02_0001.pdf，2014
年 2 月 20 日） 
厚生労働省（2011）平成 22 年度人口動態統計 死亡 第 5 表 死亡の場所別にみた死亡数・
構成割合の年次推移． 





























































第 6 章 介護福祉士養成に向けた望ましい教育プログラムの試行 
 




















関係する教育内容が示されている．しかし，A 県下の介護福祉士養成校（総数 5 校 7 養成






























A 県内の介護福祉士養成 2 年課程 3 校の協力を得た．A 養成校の 2 年次生 72 名（実験
群）に対して，介護労働や心理学的ストレスについて研究をしている保健師資格をもつ介護
教員が，2011 年 9 月末から 12 月半ばまでの期間に週 1 回 90 分×12 回のプログラムによ
るストレスマネジメント教育を試行し，その受講前と受講修了時，修了後 1 か月の 3 時点
で自記式質問紙による集合調査を実施した．A 養成校の 1 年次生 75 名と，B 養成校の 1・

































































































本尺度はストレスマネジメント教育実践研究会（PGS：Practical Group for Stress 
management education）によってストレスマネジメント教育の介入効果の評価指標として
開発され，小学 6 年生から高齢者までを対象として幅広く適用可能な尺度である．3 下位尺











携わる看護職や介護職などを想定して開発された尺度である．6 下位尺度，全 30 項目から




















の内容がどの程度理解できたか」という 4 つの質問に「全くない」（6 点）～「とてもある」
（1 点）のいずれかを選択する 6 段階評定法で，低値ほど参加度・理解度が高いことを示す． 














行った．なお，4 つの質問項目の合計得点の順に分析標本を並べ，上位 1/2 を参加度高群，
下位 1/2 を参加度低群として分析を行った． 










実験群は，72 名中 69 名の同意が得られ，12 回中 10 回以上の講義に参加し，一項目も欠
損値のなかった 59 標本を分析標本とし，有効回答率は 81.9%であった．実験群の分析標本
の属性は，女性 78.0%，男性 22.0%で，就業経験のある者 37.3%，ない者 62.7%，平均年齢
26.6±10.6 歳であった．他方，対照群は，193 名中 185 名の同意が得られ，一項目も欠損
値のなかった 170 標本を分析対象とし，有効回答率は 88.1%であった．対照群の分析標本















さらに，初回の調査を実施した時点で得られたデータを用いて G-P 分析（Good-Poor 
Analysis）を行ったところ，全項目について 0.1%の危険率で上位群と下位群との間に有意
差が認められ，質問項目と総得点の適切な対応が確認された．また，同じく初回の調査デー
タを用いて因子分析（バリマックス回転）を行い，固有値 1 以上，因子負荷量 0.4 以上を基
準として因子的妥当性の検討を行った．その結果，ストレスマネジメント自己効力感尺度
（SMSE-20）においては 3 項目， EQ（感情）指数チェックリストにおいては 4 項目が妥
当性のない質問項目であることが確認されたため，それらの項目を削除して分析を行った．
新版 STAI の状態不安については全項目が妥当性のある質問項目であることが確認された． 
Cronback のα係数を求め，尺度の信頼性を検証したところ，尺度構成上の信頼性が 0.82
～0.95 で，満足のいく内的整合性が得られた（Table 6-1-2）． 
 
 
３）受講の有無間における 3 時点の認知的評価，コーピング，ストレス反応の平均尺度得 
 点 
Table 6-1-3 に，受講の有無間における 3 時点の各評価尺度についての平均尺度得点を示
Table 6-1-2　評価尺度のCronbachのα信頼性係数
受講前 受講修了時 修了後1か月
ｽﾄﾚｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ自己効力感 229 17 0.85 0.91 0.86
感情指数 229 26 0.93 0.94 0.95
状態不安 229 20 0.89 0.88 0.90
授業参加度　 第1回授業 56 4
　　　　　　　　  第2回授業 57 4
　　　　　　　　  第3回授業 52 4
　　　　　　　 　 第4回授業 56 4
　　　　　　　　  第5回授業 54 4
　　　　　　　 　 第6回授業 55 4
　　　　　　　 　 第7回授業 54 4
　　　　　　　  　第8回授業 57 4
　　　　　　　  　第9回授業 59 4
　　　　　　　　  第10回授業 57 4
　　　　　　　　  第11回授業 58 4





























４）授業参加度の高低群間における 3 時点の認知的評価，コーピング，ストレス反応の平 
均尺度得点 
Table 6-1-4 に，授業参加度の高低群間における 3 時点の各評価尺度についての平均尺度
得点を示した． 
各評価尺度得点について，対応のない因子（授業参加度の高低）と対応のある因子（3 時









N 平均値 SD N 平均値 SD
受講前
　○ｽﾄﾚｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ自己効力感（認知的評価） 59 1177.12 259.70 170 1185.88 232.56
　△感情指数（コーピング） 59 77.44 16.12 170 76.24 15.13
　●状態不安（一過性の心理的ストレス反応） 59 45.86 9.17 170 45.81 9.75
受講修了時
　○ｽﾄﾚｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ自己効力感（認知的評価） 59 1262.29 301.63 170 1174.41 255.15
　△感情指数（コーピング） 59 76.34 14.44 170 75.47 16.38
　●状態不安（一過性の心理的ストレス反応） 59 47.12 8.00 170 46.00 9.43
受講修了後1か月
　○ｽﾄﾚｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ自己効力感（認知的評価） 59 1175.85 214.40 170 1196.91 227.61
　△感情指数（コーピング） 59 75.86 16.81 170 76.21 15.99
















N 平均値 SD N 平均値 SD
受講前
　○ｽﾄﾚｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ自己効力感（認知的評価） 22 1293.18 274.86 37 1108.11 226.85
　△感情指数（コーピング） 22 85.73 15.31 37 72.51 14.66
　●状態不安（一過性の心理的ストレス反応） 22 44.14 9.87 37 46.89 8.70
受講修了時
　○ｽﾄﾚｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ自己効力感（認知的評価） 22 1551.14 220.72 37 1090.54 191.97
　△感情指数（コーピング） 22 83.36 12.13 37 72.16 14.21
　●状態不安（一過性の心理的ストレス反応） 22 46.95 8.74 37 47.22 7.65
受講修了後1か月
　○ｽﾄﾚｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ自己効力感（認知的評価） 22 1286.36 201.00 37 1110.14 196.45
　△感情指数（コーピング） 22 83.64 15.55 37 71.24 15.98




















































































































Forman,S.G.&O’Malley,P.L. (1985)A School-Based Approach to Stress Management 
Education of Students.Special Services in the Schools,1(3),61-71． 
肥田野直，福原眞知子，岩脇三良，曽我祥子（2000）新版 STAI マニュアル．4-29，実務
教育出版，東京． 


















清水高子（2010）平成 22 年度岐阜県看護協会 職能集会資料；EQ（感情）指数チェック．
25-28，岐阜県看護協会． 
ストレスマネジメント教育実践研究会（PGS：Practical Group for Stress management 










（file:///C:/Users/yokoyama/Downloads/山田ら科研報告 SMSE-20 開発(1).pdf，2012 年 1
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第 7 章 研究の結論と展望 
 
第 1 節 本研究の要約と結論 
１．研究の要約 














２）第 2 章の要約 
わが国では高齢者に対する虐待が深刻な状況にあり，高齢者の尊厳の保持にとって虐待


























































































































































































５）第 5 章の要約 

















































































































































































































































量 的 調 査
質 問 紙 調 査















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































量 的 調 査
質 問 紙 調 査



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































質 問 紙 調 査











































































































































































量 的 調 査
質 問 紙 調 査












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































量 的 調 査
質 問 紙 調 査














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































量 的 調 査
質 問 紙 調 査















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































量 的 調 査
質 問 紙 調 査








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































量 的 調 査 ＆ 質 的 調 査





























































































































































































































量 的 調 査
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































認識を図る教育の 3 つに集約される（以下，第 2 と第 3 の教育を併せて「不適切ケアに対
する認識を高めることを含む倫理教育」と称する）． 
Table 7-2-1 に示す現行の介護福祉士養成カリキュラム（2009 年度以降の入学者から適
用）においては，コミュニケーション技術に関する授業内容の割合が非常に高い．しかし，
ストレスマネジメントに関する授業内容は皆無であり，介護領域の教育内容である「介護の


































る．2017 年度（平成 29 年度）からカリキュラムの詳細をめぐる議論を本格化させ，導入は

































































































 ドイツの老人介護士養成教育では実習が約 55%（4,600 時間中 2,500 時間）を占め，わが
188 
 


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































今野誠一（2010）意外と知らない OJT の意味；OJT の定義と上手く機能するポイントに
ついての解説． 
（https://www.insightnow.jp/article/5299，2017 年 2 月 5 日） 
介護労働安定センター（2010）介護労働者の研修ニーズ調査結果；介護労働者アンケー
ト調査． 






（http://www.mhlw.go.jp/shingi/0103/s0323-1.html，2017 年 2 月 3 日） 
厚生労働省（2008a）II－②専任教員に係る基準の見直し． 
（http://www.mhlw.go.jp/bunya/seikatsuhogo/dl/shakai-kaigo-yousei02_0002.pdf，2017










e_7.pdf，2017 年 2 月 3 日） 
厚生労働省（2016a）第 7 回社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会 参考資料
1；介護福祉士の養成カリキュラム等について． 
（http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-
Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/0000142797.pdf，2017 年 1 月 10 日） 
厚生労働省（2016b）第 7 回社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会 資料；介
護人材の機能に応じた育成のあり方について． 
（http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-






































































































 第 回授業 　　年 月 日
Ⅰ　本日の講義について、当てはまる数字に○をつけてください。
１．興味を・・・
２．自分の生活に関係が・・・
３．本日の授業で聞いたことを日常生活で活用できる自信が・・・
４．本日の講義の内容は・・・
Ⅱ本日の講義の「悪かった点」「改善すべき点」をお書きください。
Ⅲその他、本日の講義の感想を自由にお書きください。
授業評価シート＜研究10＞
標本ナンバー
　とてももてた まったくもてなかった
とてもよくわかった まったくわからなかった
とてもある まったくない
とてもある まったくない
1―――――2―――――3―――――4―――――5―――――6
1―――――2―――――3―――――4―――――5―――――6
1―――――2―――――3―――――4―――――5―――――6
1―――――2―――――3―――――4―――――5―――――6
ありがとうございました
